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第１
 

第１節 改

県では，平

「宮城の将

先的・重点的

間とし，県政

に基づき，県

る県土づくり

その一方で

を受けたこと

「宮城県震災

らない抜本的

加えて，平

城県地方創生

的な支援，持

県は，引き

の共生，安全

進めていく必

このため，

優先として取

るとともに，

 

第２節 ビ

「宮城の将

置づけられる

本ビジョン

構築していく

ついて示して

取り組むべき

また，本ビ

たっては，市

 

本ビジョン

第２章では

３３の取組を

 

第３節 計

本ビジョン

城県震災復興

す。 

章 宮城

改定の趣旨 
平成１９年３

将来ビジョン

的に取り組むべ

政運営の理念を

県内製造業の集

りなど，様々

で，平成２３

とから，同年

災復興計画」

的な『再構築』

平成２７年１

生総合戦略」

持続可能な地域

き続き東日本

全・安心な地域

必要がありま

平成２８年度

取り組んでい

必要な見直

ビジョンの位

将来ビジョン

るものです。 

ンでは，我が

く上で，県政運

ています。ま

きテーマや目

ビジョンは，

市町村や国の計

ンは，４章で構

は，県政運営

を示していま

計画期間・目

ンは，平成１

興計画」の最終

城の将来

月に県政運営

」は，将来の

べき施策を明

を「富県共創

集積促進や生

な施策展開を

年３月１１日

年１０月に１０

を「宮城の将

』」などを基本

０月には，人

を策定し，安

地域づくりの４

大震災からの

域社会づくり

す。 

度を目標年度

いることを踏ま

しを行いまし

位置づけと構

」は，県政運

が県の個性と地

運営の理念や

た，財政健全

指す姿などを

県政の各分野

計画等も含め

構成していま

の理念と基本

す。 

目標年度 
９年度を初年

終年度に合わ

来ビジョ

営の基本方針で

の宮城のあるべ

明らかにするも

！活力とやす

生涯現役で安心

を図ってきまし

日に発生した東

０年間の復興の

将来ビジョン」

本理念として，

口減少への対

安定した雇用の

４つを基本目標

の復興を最優先

りなど，現代社

度としている

まえて，「宮城

した。 

構成 
運営の基本的な

地域特性を踏ま

や，県として，

全化を進める中

を明確にした上

野における個別

て相互に補完

ます。 

本姿勢，第３章

年度とし，平成

わせて４年延長

1 

ョン改定

である「宮城の

べき姿や目標

もので，計画期

すらぎの邦づく

心して暮らせ

した。 

東日本大震災

の道筋を示す

とともに県政

，東日本大震

対応などを目的

の場の確保，

標として，地方

先課題としなが

社会を取り巻

「宮城の将来

城県震災復興計

な指針であり，

まえ，東日本大

特に注力すべ

中で，県の行政

上で，その実

別計画や地域計

完し合いながら

章では，政策推

成２８年度を

長し，平成３

定に当た

の将来ビジョ

を県民の皆さ

期間を平成１

くり」としてい

る社会の実現

により，沿岸

す「宮城県震災

政運営の最上

震災からの復旧

的とする「まち

県外からの移

方創生の取組

がら，併せて

く諸課題を解

ビジョン」に

計画」の終期

，県の施策や

大震災を乗り

べき政策分野

政投資の効果

実現を図るため

計画を先導す

ら，より効果的

推進の基本方

を目標年度とす

２年度を目標

たって 

ン」を策定し

さんと共有し，

９年度から平

います。県では

現，大規模災害

岸部を中心に県

災復興計画」を

上位計画と位置

旧・復興に取り

ち・ひと・しご

移住の推進，結

組を推進してい

て人口減少や少

解決する先進的

について，東日

である平成３

や事業を進める

越え，新たな

野は何であるの

果や効率性を一

めの取組の方向

する役割を担う

的なものとな

方向，第４章で

する１０か年の

標年度とする１

しました。 

その実現に向

平成２８年度ま

は「宮城の将来

害による被害を

県全域で極めて

を策定しまし

置づけ，「『復

り組んできた

ごと創生法」

結婚・出産・子

います。 

少子高齢化のほ

的な地域づく

日本大震災か

３２年度まで

る上での中長期

な時代にふさわ

のか，その基本

一層高めるため

向について明

うとともに，そ

なるよう留意し

では，宮城の未

のビジョンで

１４か年のビジ

向けて県が優

までの１０年

来ビジョン」

を最小限にす

て甚大な被害

した。県では，

旧』にとどま

ところです。

に基づく「宮

子育ての総合

ほか，自然と

りをより一層

らの復興を最

４年間延長す

期的目標と位

わしい宮城を

本的考え方に

めに重点的に

明示しました。

その推進に当

していきます。

未来をつくる

でしたが，「宮

ジョンとしま

優

年

す

害

ま

 

宮

合

と

層

最

す

位

を

に

に

。 

当

。 

る

宮

ま
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第４節 「宮城県震災復興計画」，「宮城県地方創生総合戦略」との関係 
県では，現在，東日本大震災からの復興を最優先課題として，本ビジョンと「宮城県震災復興計画」の２つの計

画に基づいて県政を推進しています。また，「宮城県地方創生総合戦略」については，本ビジョンに掲げる本県の

将来像の実現を加速し，その効果を最大化するための推進力と位置づけています。 

「宮城県震災復興計画」では，本ビジョンに掲げる本県の将来像を，震災を乗り越えながらも実現すべき目標と

しています。そのため，本ビジョンの改定に当たっては，「宮城県震災復興計画」の政策・施策のうち，被災地の

「復旧」にとどまらない，これからの県民生活を見据えて，県の農林水産業・商工業のあり方や，公共施設・防災

施設の整備・配置などを抜本的に「再構築」する取組などについては，本ビジョンにも位置づけ，政策・施策を一

体的かつ総合的に推進していきます。 

また，「宮城県地方創生総合戦略」における雇用の場の確保や結婚・出産・子育ての総合的な支援などの「地方

創生」の取組についても，本ビジョンに位置づけ，各取組を有機的に連携させながら，政策・施策を進めていきま

す。 

 

 

第５節 推進方策 
本ビジョンの推進に当たっては，「宮城県震災復興計画」及び「宮城県地方創生総合戦略」と合わせた実施計画

（行動計画）を別途定め，具体的取組やその成果の数値目標を示した上で確実に事業を実施していくとともに，行

政評価システムにより事業の有効性や効率性などを検証しながら推進していきます。 

また，県民の価値観や地域ニーズの多様化にきめ細かく対応し，県民一人ひとりの生活を豊かで安定したものと

するためには，県による取組だけでは，おのずから限界があります。 

このため，本ビジョンの着実な推進に向け所要の体制を整備するとともに，市町村と密接に連携を図りながら，

県民をはじめとして企業，ＮＰＯなど幅広い主体との協働や情報共有の下に，施策を展開していきます。 

 

  



 

 

宮宮城の将来ビ
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ビジョンの概概要（体系図図） 

 



 

 

第２
 

第１節 県

平成１９年

リーマンシ

急速な普及な

また，東日

に，東日本大

口の減少局面

復旧・復興過

停滞するおそ

さらには，

このような苦

ていくために

社会資本整備

 

私たちが

県民一人

感し，安心

会にあふれ

  

このような

「富
を掲げ，県

 

こうした考

ることに取り

具体的には

本ビジョンの

果敢に挑戦す

情勢の変化と

業の皆さんが

体で生産性や

また，保健

らの取組をさ

う，という多

いきます。そ

激に進行して

ため，学校教

くりに取り組

さらに，こ

章 県政

県政運営の理

年３月に「宮城

ショックに端

など，地域や

日本大震災や岩

大震災は，沿岸

面を迎えてい

過程において

それがありま

労働力人口

苦難を乗り越

には，引き続

備などへの取組

が目指す将来

人ひとりが，

心して暮らせ

れ，国内から

な宮城の将来像

富県共
県民をはじめ

考え方の下，

り組んでいき

は，これまで

の開始時から

する県政を推進

といった外的

が持てる力を最

や地域内での経

健や医療，福祉

さらに推進さ

多様な生活の場

その実現に向

ている今日，

教育はもとよ

組んでいきま

これらの取組

政運営の

理念 
城の将来ビジ

を発する世界

身近な生活面

岩手・宮城内

沿岸部を中心と

いましたが，沿

は，復興需要

す。 

の減少や国内

越えて，「生まれ

続き，しっかり

組を着実に進

来の宮城は，

美しく安全

せる宮城です

らも国外から

像を実現する

創！ 
として市町村

県は産業を振

ます。 

で８兆円台で推

１兆円近く伸

推進していきま

要因に左右さ

最大限に発揮

経済波及効果

祉，教育など

せ，安心と活

場面で，県民

け，特に，人

いずれの分野

り，生涯を通

す。 

と併せて，人

の理念と

ジョン」を策定

界経済危機や環

面にも，グロー

内陸地震，関東

として，宮城県

沿岸部において

要による景気の

内市場の縮小に

れてよかった

りとした経済基

進めていく必要

 

全な県土には

す。そして，

らも人を引き

るため，県政運

活力
村，企業やＮＰ

振興することに

推移していた県

伸びていますが

ます。その目標

される面も大き

揮できる環境づ

果を高めながら

どの取組はます

活力に満ちた地

民だれもが，ど

人づくりを中心

野においても，

通じた様々なス

人と自然が調和

4 

と基本姿

定してから，次

環太平洋パー

ーバル化や情報

東・東北豪雨な

県に未曾有の被

ては，震災に

の押し上げが

による経済全

た，育ってよか

基盤を築き，

要があります

はぐくまれ，

宮城に生ま

きつける元気

運営の理念と

とやす
ＰＯなどとの連

により，経済基

県内総生産額

が，これを１

標達成に当た

きく，厳しい条

づくりを推進

ら，その実現

すます重要性

地域社会づく

どの地域に住ん

心として取り組

新たな時代

ステージにお

和した美しく安

姿勢 

次々と予期せ

トナーシップ

報化の進展の

など，数度の

被害をもたら

により，地域外

ありましたが

全体への影響の

かった，住ん

創出された富

。 

産業経済の

まれ育った人

気な宮城で

して 

すらぎの
連携・協働の

基盤を確立し

額については，

０兆円以上に

っては，復興

条件や環境下

し，我が県の

を目指してい

を増していま

りを進めてい

んでも安心し

組みます。地

を切りひらく

いて，次代の

安全な県土づ

せぬ事態が発生

プ（ＴＰＰ）協

の影響が顕著と

の大きな災害が

らしました。県

外への人口流出

が，それが落ち

のほか，高齢化

でよかった」

富の循環によ

の安定的な成

人や住んでい

す。 

の邦づ
の下に強力に推

し県経済の成長

富県に向けた

にするという県

興需要の収束に

下にあることを

の総力を結集す

いきます。 

ますが，富県を

いきます。生ま

して過ごせる地

地域における人

力の根幹とな

の地域社会を支

づくりにも，引

くに

生しました。 

協定を巡る動き

となっています

が宮城県を襲い

県内では，震災

出が増加しま

ち着くにつれて

化の進展も見

と思える宮城

って，福祉や

成長により

いる人が活

づくり」
推進していきま

長を図る「富県

た取組や復興

県民と共有の

に加え，国内外

を認識しつつ

することによ

を実現してい

まれ育ち，学び

地域社会の形成

人口減少や少子

なるのは「人」

支え，未来を創

引き続き取り組

き，ＩＣＴの

す。 

いました。特

災以前から人

ました。一方，

て地域経済が

見込まれます。

城県を構築し

や教育，環境，

，幸福を実

活躍できる機

」 
ます。 

県」を実現す

興需要により，

の目標を掲げ，

外の社会経済

も，県民や企

り，県産業全

く中で，これ

び，働き，憩

成を目指して

子高齢化が急

」です。この

創造する人づ

組んでいきま

の

特

人

が

。 

し

実

機

す

済

企

全

れ

憩

て

急

の

づ

ま
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す。地球環境の悪化が大きな問題となっている今日，成長と環境との調和が重要であり，その観点を踏まえて将来

にわたる持続的繁栄の道筋をつけていくことが大切です。経済成長と環境保全が両立する社会システムを構築して

いく必要があります。 

また，あらゆる社会活動の前提であり，基盤でもある県民の生命・財産をできる限り守るため，災害への備えは，

極めて重要です。特に，東日本大震災の教訓を踏まえ，県民，市町村，ＮＰＯ，企業など，あらゆる主体とともに

災害に強いまちづくりを目指して，全県を挙げて大規模災害への備えを重視した防災体制の整備に取り組んでいき

ます。 

 

以上のような考え方に立ち，「富県宮城の実現～県内総生産１０兆円への挑戦～」，「安心と活力に満ちた地域社

会づくり」，「人と自然が調和した美しく安全な県土づくり」という三つの柱により，引き続き県政運営に当たって

いきます。 

  

第２節 県政運営の基本姿勢 
県民ニーズが多様化する中，ＮＰＯ，企業など，行政以外の多様な主体によって公的なサービスが提供される動

きが拡大しています。さらに，地域が自らの考えでまちづくりに取り組む動きもますます増えています。それに加

え，東日本大震災からの復興を通じて，被災地から若者等を中心としたこれまでの枠や概念にとらわれない新しい

価値や取組が数多く生まれ，富県宮城の実現にとっても重要なものとなっています。こうした動きの中で，県は，

県民との対話を通じて課題を共有し，様々な主体との連携・協働体制を構築しながら，民の力を最大限に生かす衆

知を集めた県政を推進していきます。 

また，住民に最も近い基礎自治体である市町村の役割がますます大きくなる中で，それぞれの地域が，さらなる

発展を果たすことができるよう，県は市町村と連携し，高度で専門的な機能を生かしながら市町村のまちづくりを

積極的に支援します。特に，東日本大震災による被災規模が甚大であった沿岸地域において，復興の進捗に違いが

生じている現状等も踏まえ，県全体の発展を見据えて市町村とともに地域の課題解決を目指します。 

加えて，県は，不断の行財政改革に取り組み，組織のスリム化を進めつつ，効果的，効率的な県政運営を行うと

ともに，新たな時代の宮城を実現するため，より一層の行政能力の向上を図り，広域自治体としての政策力，調整

力を，現場での課題解決に向けて発揮していきます。 

さらに，東北地方が高い競争力を持った経済圏となるよう，その発展をけん引する気概を持ちながら，他県との

連携強化や役割分担により，広域的な視点に立ち県政に取り組んでいきます。とりわけ，県際地域においては，県

境を越えた連携を深めていくことが重要であり，観光，産業，生活，防災など様々な分野での多様な交流ネットワ

ークの下，地域資源等を相互に活用した取組を積極的に推進します。また，道州制など，地方自治の制度改革につ

いても，国や市町村のあり方に連動して，新たな広域自治体のあるべき姿を具体的に実現していけるよう主体的に

取り組んでいきます。 

震災を乗り越え，未来を見据えた地域づくりを推進していくためには，このように，幅広い分野で様々な主体と

の連携をより一層積極的かつ柔軟に進めることが重要です。連携によって得られた成果が新たな連携を築き上げて

いくという好循環を生み出し，本ビジョンに掲げる宮城の将来像を実現していきます。 

  



 

 

第３
 

本県を巡る

に，以下の３
 

１ 富県宮

２ 安心と

３ 人と自

 

第１節 富
 
１ 育成・

東日本大震

え，国内のみ

ため，関係機

及効果の高い

される事業用

特に，県内

な連携の下で

技術開発等に

競争力のある

また，自動

から，県内企

など総合的な

ります。 

食品製造業

おいて，人手

などの強みを

ことにより，

さらに，産

など最先端研

ーンエネルギ

図ります。こ

 

 

 

 

章 政策

る内外の社会

３つの政策推進

宮城の実現～

と活力に満ち

自然が調和し

富県宮城の実

・誘致による

震災で甚大な被

みならず国外

機関と連携し

い企業の本県へ

用地の確保・

内製造業の中核

で，県内の学術

による新たな価

る産業や次代

動車関連産業

企業の自動車

な支援を行う

業は，東日本大

手不足への対応

を生かした付加

食品製造業

産学官の密接

研究施設の誘

ギー等環境関連

こうした取組

製造

策推進の

会情勢の変化を

推進の基本方向

～県内総生産

ちた地域社会

した美しく安

実現～県内総

る県内製造業

被害を受けた

の需要を獲得

，技術力や生

への誘致・集

整備促進を図

核である高度

術研究機関，誘

価値の創出や

を担う産業の

においては，

関連産業への

とともに，東

大震災によっ

応が課題とな

加価値の高い

の復興に道筋

な連携の下で

誘致を推進する

連産業など成

により，製造

 

造業の集積が進む仙

の基本方

を踏まえ，「富

向に沿って取り

産１０兆円へ

会づくり 

安全な県土づ

総生産１０兆

業の集積促進

た宮城県経済の

得できる強い競

生産性の向上及

集積を図るため

図ります。 

度電子機械産業

誘致企業の持

やイノベーショ

の集積を図り，

トヨタ自動車

の新規参入や取

東北各県と新潟

って失われた販

なっており，今

い製品の開発を

筋をつけ，成長

で，技術の高度

るとともに，高

成長が見込まれ

造品出荷額等の

仙台北部中核⼯業団

6 

方向 

富県共創！ 活

り組んでいき

への挑戦～

づくり 

兆円への挑戦

進 
の回復と更な

競争力のある

及びマーケテ

め，企業立地奨

業を中心に，基

持つ技術力や研

ョンの促進，企

質の高い雇用

車東日本株式会

取引拡大が一層

潟県を中心に北

販路の回復や個

今後豊富な一次

を促進するほか

長軌道に乗せ

度化・経営革新

高度電子機械産

れる市場での活

の更なる増加

団地

活力とやすら

ます。 

戦～ 

る成長のため

ものづくり産

ィング機能の

奨励金等のイ

基盤技術力の

研究開発力を活

企業間ネット

用を確保しま

会社の発足に

層進むよう，

北海道とも連

個々の事業者

次産品や，水

か，首都圏や

ます。 

新のための支

産業，医療・

活発な企業活

を目指します

⼈材確保に向けた

ぎの邦(くに)

めには，被災企

産業の振興を図

の強化に向け支

インセンティブ

の向上や関連企

活用した高度技

トワークの強化

ます。 

により関連企業

取引機会の創

連携しながら，

者の競争力の向

水産加工業を中

や海外への販路

支援や，東北各

健康機器産業

活動を促し，高

す。 

た合同就職⾯接会 

)づくり」を実

企業の復旧・復

図る必要があ

支援するとと

ブの強化や今後

企業の誘致，産

度技術産業の育

化などにより，

業の集積が進ん

創出や人材育成

さらなる集積

向上のほか，特

中心とした関連

路の開拓・拡大

各県と連携した

業，航空機関連

高度技術産業の

実現するため

復興支援に加

ります。この

もに，経済波

後不足が懸念

産学官の密接

育成を推進し，

，国際的にも

んでいること

成，技術開発

積の促進を図

特に沿岸部に

連産業の集積

大を支援する

た放射光施設

連産業やクリ

の集積促進を

め

加

の

波

念

接

も

と

発

図

に

積

る

設

を
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２ 観光資源，知的資産を活用した商業・サービス産業の強化 
商業・サービス産業は，宮城県経済において最も規模の大きな産業であり，その需要の創出・拡大と生産性の向

上は重要な課題となっています。その中でも，観光関連産業は，経済波及効果の大きい分野であり，今後見込まれ

る東日本大震災の復興需要後において，宮城県経済の活性化のカギとなります。このため，国全体で増加している

訪日外国人をはじめとする観光客の増加を図るため，様々な媒体を活用した観光情報の発信やプロモーション活動

のさらなる強化を図るほか，無料公衆無線ＬＡＮ（フリーWi-Fi）や多言語案内の充実など受入環境の整備を進め

ます。また，仙台空港の民営化を契機として，東北へのさらなる誘客を進めるため，東北各県や東北観光推進機構

との連携を深め，広域観光の一層の充実を図ります。 

また，情報関連産業については，良質な雇用の創出が期待でき，他の産業との連携を進めることにより他の産業

の発展にも大いに寄与することから，数多くの事業者が参入し，新たな高付加価値なサービスが創出されるよう支

援するほか，農林水産業，観光業等をはじめ，様々な分野や幅広い場面におけるＩＣＴの利活用やＩＣＴ人材の育

成及び確保を支援します。 

さらに，地域商業については，少子高齢化やＩＣＴの普及といった時代の動きに対応するため，経営革新などの

支援や小規模事業者の持続的発展に向けた取組を進めるほか，人口減少地域における商店街等の地域や生活に密着

したサービス業の維持・再生に向けて，新たに創業を希望する方を支援する取組を推進します。 

こうした取組により，商業・サービス産業全体の付加価値額の増加を目指します。特に，観光客入込数について

は，東日本大震災前の水準を回復した上で，国が定めた観光ビジョンを踏まえ，特に訪日外国人旅行客の大幅な増

加を目指します。 

 

 

 

 

 

 

３ 地域経済を支える農林水産業の競争力強化 
農林水産業は，東日本大震災により沿岸部をはじめとして甚大な被害を受けたほか，ＴＰＰ協定を巡る動きなど，

取り巻く環境は厳しいものの，地域経済を支える基幹的な産業として，持続的な発展が可能となるための競争力の

強化が課題となっています。このため，被災した生産基盤の早期復旧の継続に加え，市場ニーズを重視した生産・

流通構造への転換や，農地の大区画化・集約化による生産性の向上等を進めるとともに，６次産業化などのアグリ

ビジネスや農林水産物のブランド化の推進などにより収益性の高い農林水産業の実現を促進します。また，地域資

源の新たな価値の創出，その価値の発信を担うことのできる企業的経営感覚を有した生産者や法人の育成に取り組

みます。さらに，震災により喪失した販路の回復を図るため，東アジアや成長著しい東南アジア市場なども視野に

入れた，グローバルな視点に立った農林水産業の育成と輸出の拡大にも取り組みます。 

また，東京電力福島第一原子力発電所の事故に伴う風評対策を着実に実施するほか，総合衛生管理体制の普及定

着，ＧＡＰの導入促進など宮城の食材・食品の安全性に対する消費者の信頼にこたえられる生産体制の確立等に取

り組むとともに，国内外に対して安全性の情報発信を図ります。 

こうした取組により，地域を支える農林水産業が次代に引き継がれていけるよう競争力の強化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

仙台・宮城観光ＰＲロゴマーク

農林⽔産物のブランド化・⾼付加価値化
（宮城のオリジナル品種，左：サワールージュ，右：もういっこ）

衛⽣管理された⿂市場に⽔揚げされたサンマ 

販路拡⼤に向けたＩＣＴ技術の展⽰会 
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４ アジアに開かれた広域経済圏の形成 
成長を続ける東アジアや東南アジアを中心に海外市場開拓に挑戦する県内企業を積極的に支援します。さらに，

県内産業の競争力の強化に向け，工場や研究所などの外資系企業誘致も積極的に進めます。 

また，経済のグローバル化が進む中で，東北地方以外の他の地方に打ち勝ち，自立できる強い経済基盤を持つ地

域を作り上げていく必要があります。県を単位とした範囲のみでは限界があることから，東北各県との連携及び機

能分担により広域経済圏を形成し，圏域として自立的に発展できる産業構造を構築します。 

特に，観光面では，東北のゲートウェイとしての本県の機能を生かし，東北全体の広域観光ルートの形成や魅力

の発信などにおいて，東北各県と効果的な連携を進め，交流人口の拡大を図ります。 

山形県との連携については，仙台，山形の両都市圏を中核とする一体的圏域が高次の学術機能，産業創出機能や

広域交流のネットワーク基盤を有することから，グローバルな戦略を進めていく上で，東北の成長・発展をけん引

する役割を担うものとして重要です。両県において将来像を共有しながら，岩手県や福島県とも効果的な連携を進

め，アジアに開かれた広域経済圏の形成を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 産業競争力の強化に向けた条件整備 
各産業の今後の成長のためには，付加価値の創造と生産技術の向上等を支える人材の育成・確保が重要であり，

産学官連携による人材育成に向けた取組を支援します。加えて，女性，高齢者，外国人などの力がこれまで以上に

発揮されるとともに，若者などの能力と地域のあらゆる資源の活用などにより，県内産業を担う人材の育成等を図

ります。 

また，多様な資金調達方法を整備し，事業者が起業しやすい環境づくりを進めるとともに，経営力や生産・販売

力強化のため，生産から販売までを一貫して，伴走型で支援する体制の構築を推進します。 

さらに，県内産業の新たな飛躍のためには，その基盤となる交通・物流基盤の整備が不可欠です。国内はもとよ

り，アジアにおいて競争優位に立つため，国管理空港として初めて民営化された仙台空港が宮城のみならず広く東

北全体の地域活性化をけん引する拠点としての機能を発揮できるよう，官民が一体となり，乗降客数・貨物量の増

加や空港周辺地域の活性化に向けた取組を積極的に展開します。 

また，国際海上物流の拠点である仙台塩釜港については，コンテナターミナルなどの一層の機能強化を図るとと

もに，戦略的なポートセールスを展開し，活用を働きかけます。併せて地域間の連携・交流促進のため，高規格幹

線道路をはじめ，広域道路ネットワークの整備を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

  

東北のプライマリーゲートウェイを⽬指す仙台空港 仙台塩釜港（仙台港区）の⾼砂コンテナターミナル 

県内企業の海外への販路拡⼤ 官⺠の協働や，より⼀層の連携を⽬指す 
「宮城・⼭形未来創造フォーラム」 
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３ 生涯現役で安心して暮らせる社会の構築 
生涯を安心して暮らすためには，生活を支えるための安定した経済基盤が必要です。このため，誰もが働きやす

い労働環境の整備やスキルアップ，就職支援などにより，安定的な雇用の維持・確保に取り組みます。 

特に，今後，人口減少による労働力不足が懸念される中，その解消を図るためには，意欲のある高齢者が仕事や

地域活動などに活躍する機会を創出していくことが必要であり，企業・ＮＰＯ・市町村とも連携しながら，こうし

た人々の就業機会の確保や社会貢献活動等に参加するための環境づくりを進めます。 

また，障害者への支援についても，障害による不便さを社会全体で補い，生活の場や自立した生活を送るための

就労の場の確保などを進め，生きがいを持てる環境を整備するとともに，障害の有無にかかわらず，誰もが安心し

て生活できる地域社会の実現を目指します。 

一方，生涯現役でいきいきと暮らしていくためには，若い時から健康に対する意識を高めることが重要であるこ

とから，県民の心と体の健康づくりを進めます。併せて，高齢者の見守りや生活支援などの被災地支援のノウハウ

を生かした地域支え合い体制を構築するとともに，介護が必要になっても地域で自分らしい生活ができるように地

域包括ケアシステムを推進します。 

さらに，県内の各地域において，生涯を通じて必要な医療を受けることができる体制や，感染症の集団発生等に

備えた健康危機管理体制，さらには体系的な救急医療体制を充実する必要があります。このため，医療機能の集約

化，拠点化，地域間の役割分担等を進め，医師確保や医師の地域的偏在の解消等を図るとともに，新たに設置され

た医学部への支援をはじめとする医療従事者の育成・確保等を実施し，県内の医療提供体制の整備を進めます。 

県民一人ひとりが誇りを持ち，自分らしい生き方を実現するためには，全ての人の人権が尊重されることが基本

であることから，権利擁護のための体制整備や県民の意識啓発等を進めます。 

また，意欲や興味に応じて学んだり交流したりするなど，生涯を通じて潤いのある生活を送れるよう，多様な学

習機会や文化芸術・スポーツに親しめる環境整備を一層推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

⾝近に芸術⽂化へ触れ合う 
みやぎ県⺠⽂化創造の祭典 

救命率向上等の期待を担うドクターヘリ
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４ コンパクトで機能的なまちづくりと地域生活の充実 
人口が減少し少子高齢化が進む中で，既存の社会資本を有効活用するほか，公共交通機関と合わせて公共施設を

再編・配置するなど，高齢者をはじめ誰もが暮らしやすいコンパクトで機能的なまちづくりを促進するとともに，

魅力ある商店街づくりの支援や多様な主体と連携し，地域の活性化を促進します。 

また，自然の豊かさと都市機能の便利さを兼ね備えた暮らしやすい移住先としての宮城県に関心を持つ方々の県

内への定住を実現するため，市町村や関係団体と連携し，移住定住のための支援を促進します。 

さらに，公共的施設や集客施設をはじめ，まちづくり・施設整備に当たっては，民間とも連携し，一層のバリア

フリー化の促進やユニバーサルデザインの普及に力を入れます。 

一方，就業の機会や所得水準をはじめ多くの点で，仙台都市圏と他の地域の格差がみられます。しかし，各地域

には，豊かな自然環境や独自の伝統文化など，誇りうる多くの魅力ある地域資源があることから，グローバル化や

情報化が進む中，そうした様々な資源を発掘し，国内外に通用するものとして質的向上を図り，地域を均一化させ

ることなく，その特性を生かした集客交流や産業振興を行うことなどにより地域間格差の是正を図り，活力に満ち

た地域社会を実現していきます。 

また，県内全ての地域で，福祉，医療，教育，交通，情報通信基盤など，県民生活に欠かせない基礎的な機能を

維持確保していく必要があることから，市町村や企業等とも連携し，地域内での拠点化，集約化，機能分担や連携

等を行うことにより，必要なサービスが提供できる体制整備とコミュニティの維持を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

５ だれもが安全に，尊重し合いながら暮らせる環境づくり 
様々な凶悪犯罪の発生などにより，県民は治安に対し不安感を持っています。警察，関係行政機関，地域社会や

住民による自主防犯組織との連携等により，犯罪のない安心して暮らせる安全なまちづくりを推進します。 

さらに，ストーカー，ＤＶ，いじめ，虐待等への関係機関が連携した対応及び被害者支援や，近年増加している

特殊詐欺やネット犯罪による被害防止に向けた取組の強化のほか，国際会議や東京オリンピック・パラリンピック

の開催等を踏まえ，テロ犯罪の未然防止に向けた取組を推進します。 

また，日本人と外国人が互いの文化や習慣の違いを認め合いながら，地域社会の一員として共に安心して生活し

ていけるよう，多文化共生社会の実現を推進し，市町村，関係機関とも連携し，外国人に対する相談体制や情報提

供体制等の充実を図ります。加えて，留学等で県内に居住する外国人が，卒業後も県内を舞台として活躍できる環

境の整備を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

  

市町村との連携による⾸都圏での移住相談会の開催 

多⽂化共⽣に向けた外国⼈⻘少年との交流 特殊詐欺の被害防⽌に向けたCM放送

新たなまちづくりが進む⼥川町 
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２ 豊かな自然環境，生活環境の保全 
三陸復興国立公園や栗駒，蔵王の各国定公園，ラムサール条約湿地である伊豆沼・内沼，蕪栗沼(かぶくりぬま)・

周辺水田及び化女沼，さらに特別名勝松島など，県内の豊かで多様な自然環境と生態系を守り，次世代に引き継い

でいくことは極めて重要です。このため，積極的にその保全に取り組むとともに，社会資本の整備手法についても

より一層環境と調和したものにします。特に，松林の松くい虫等による被害が，東日本大震災後に県内各地で増加

していることから，被害防止対策を推進します。 

また，安全できれいな空気や水，土壌など，県民の健康的な暮らしを支える良好な生活環境を守り，改善してい

きます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 住民参画型の社会資本整備や良好な景観の形成 
社会資本については，厳しい財政状況，人口減少が見込まれる中で，既存施設の保全と有効活用を図り，ライフ

サイクルコストを縮減し，長期的な視点に立った社会資本の整備と維持管理を推進します。 

また，道路や河川堤防など，地域に根ざした身近な社会資本の整備，維持管理に当たっては，住民と行政が連携

し，地域と一体で取り組む体制づくりを推進するとともに，住民の参加を促進するため，理解向上に向けた情報発

信や住民との対話を促進します。 

さらに，都市や農山漁村においては，住民と協働の下で，地域の自然，歴史，文化等や人々の生活，経済活動，

さらには農地や森林が持つ水土保全機能など，多様な要素を生かした景観の保全と整備を促進するとともに，美し

い景観を生かした地域づくりを推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

貴重な⾃然景観を持つ特別名勝松島 冬の伊⾖沼で⽻を休める野⿃ 

震災からの復旧・復興を図る北上運河 ⾃然・歴史・⽂化など 
多様な要素を持つ農村空間 
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災体制の整備

さらに，地

係機関との連

加えて，被

切な被災者救

東日本大震

教育等への効

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地震など大規

害に備えるた

かつ的確に災

ク形成による

観測体制を強

急に学校をは

しては，防潮堤

かに避難でき

水及び土砂災

県民への迅速

害の防止を目

害に対しては

ともに，企業

。 

時の対応は，行

業による防災活

備を推進しま

地域の中で要配

連携を強化す

被災後の県民

救済を行いま

震災の教訓の伝

効果的な利活

⾼台移転・職住

規模災害によ

め，東日本大

災害応急活動を

広域的な防災

強化し，その情

じめとする公

堤をはじめと

るような広報

害に対しては

速かつ的確な防

目的とした避難

県民一人ひと

に対するＢＣ

行政だけでは

活動を促進す

す。 

配慮者の安全

るとともに，

の不安を軽減

す。 

伝承のため，

用を図ります

 

住分離と多重防御のイ

よる被害を最

大震災の教訓を

を実施し県民

災体制の整備な

情報を県民等に

公共施設の耐震

とした海岸保全

報・避難誘導態

は，近年多発す

防災情報の提供

難所の整備な

とりの防災意識

ＣＰ（緊急時企

は限界があり，

するほか，これ

全が確保される

自主防災組織

減するため，正

震災関連資料

す。 

イメージ 
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最小限にす

を踏まえ，高台

民を災害から守

など災害に強

に迅速に提供す

震化について取

全施設等の整備

態勢を整備す

するゲリラ豪雨

供などのソフ

などのハード対

識の向上が特

企業存続事業計

地域住民との

れらの活動の

るよう，避難体

織への情報提供

正確な被災情報

料の収集・保存

る県土づく

台移転，職住

守るための活動

いまちづくり

することによ

取り組むとと

備などを順次

るなど，ソフ

雨や台風等に

ト対策と，自

対策が一体とな

に重要である

計画）策定の

の連携が必要

リーダーとな

体制や避難所

供を図ります

報を迅速に提

存・公開など

り 
住分離，多重防

動拠点等の相

りを推進すると

より被害の軽減

ともに，住宅等

次進めていきま

フト対策も進め

による被害を防

自力での避難が

なった総合的

るため，平常時

の啓発及び県民

要です。このた

なる人材育成を

所の環境整備な

す。 

提供する体制の

どの取組を進め

防

防御による大津

相互の機能補完

とともに，地震

減を図ります。

等についても耐

ます。同時に，

め，総合的な津

防ぐため，災害

が困難な要配慮

的な災害防止対

時からのきめ細

民への防災教育

ため，住民によ

を行うなど地域

などについて，

の整備を図る

め，防災・減災

防潮堤災害復旧・復
（平成２８年９

津波対策，災

完や連携等の

震，津波など

。 

耐震化を促進

，住民や観光

津波対策を推

害に関する知

慮者の入居施

対策を推進し

細かな情報提

育の普及促進

よる自主防災

域における防

，市町村や関

とともに，適

災対策や防災

復興の進捗状況
９⽉現在） 

災

の

ど

進

光

推

知

施

し

提

進

災

防

関

適

災



 

 

第４
 

県政運営の

に沿って，宮

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

章 宮城

の理念である

宮城の未来を

城の未来

「富県共創！

つくる３３の

 

来をつく

 活力とやす

の取組を行いま

15 

くる３３

すらぎの邦づ

ます。 

 

３の取組

くり」を実現

組 

現するため，３３つの政策推進進の基本方向向
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第１節 富県宮城の実現～県内総生産１０兆円への挑戦～ 
 

 

 

 

 

 

 

  

観光資源，知的資
産 を 活 用 し た 商
業・サービス産業
の強化

地域経済を支える
農林水産業の競争
力強化

アジアに開かれた
広域経済圏の形成

産業競争力の強化
に向けた条件整備

１

２

３

４

５

育成・誘致による
県内製造業の集積
促進

取組１
地域経済を力強くけん引するものづくり産業
（製造業）の振興

取組２ 産学官の連携による高度技術産業の集積促進

取組３
豊かな農林水産資源と結びついた食品製造業
の振興

取組４
高付加価値型サービス産業・情報関連産業及
び地域商業の振興

取組５
地域が潤う，訪れてよしの観光王国みやぎの
実現

取組６ 競争力ある農林水産業への転換

取組７
地産地消や食育を通じた需要の創出と食の安
全安心の確保

取組８
県内企業のグローバルビジネスの推進と外資
系企業の立地促進

取組９
自立的に発展できる経済システム構築に向け
た広域経済圏の形成

取組１０ 産業活動の基礎となる人材の育成・確保

取組１１ 経営力の向上と経営基盤の強化

取組１２ 宮城の飛躍を支える産業基盤の整備



 

 

１ 育成
 

 

【目指す宮

○ 本県製造

しています

○ 自動車関

内製造業を

○ 地域経済

います。 

○ 次代を担

○ 製品出荷

 

 

 

 

【その実現

◇ みやぎ産

ケティング

◇ 地域資源

上  

◇ 自動車関

究機関や試

◇ とうほく

催等による

◇ 自動車関

業種などを

◇ 本社機能

の促進 

◇ 高度電子

の進展や市

◇ 成長市場
 

 

※高度電子機械産

品・電気機械関

※マーケティング

発を図る企業の

※イノベーション

※とうほく自動車

して，自動車関

 

 

 

成・誘致

地域

宮城の姿】 

造業において

す。 

関連産業の集積

を支えていま

済の再生・成

担う産業の芽

荷額が増加し

現のために県

産業振興機構

グ機能の強化

源の更なる利

関連産業への参

試験研究機関

く自動車産業

る受注機会の拡

関連産業や高度

を中心とした

能を含めた企

子機械産業，

市場拡大が期

場を見据えた

産業＝情報通信機

関連産業。 

グ＝顧客ニーズを

の諸活動。 

ン＝これまでとは

車産業集積連携会

関連産業の集積促

致による県

域経済を力強

主要な位置を

積が進み，他

す。 

成長に寄与する

が出て，関連

，県内製造業

県として行う

構などの産業支

及び生産性の

利活用や技術開

参入や取引拡

との連携によ

集積連携会議

拡大促進 

度電子機械産

，地域経済の

業の誘致に対

医療・健康機

待される分野

国内外での販

機械器具製造業など

を的確につかんで製

は全く違った新たな

会議＝新潟県を含む

促進に向けた活動に

 

県内製造業

強くけん引す

を占める高度電

他産業や雇用に

る大規模な企業

連産業の集積が

業が地域経済を

う取組の方向

支援機関と連携

の向上に向けた

開発等による

拡大に向けた，

よる技術開発へ

議を通じ，新潟

産業などの経済

の核となる拠点

対するインセン

機器産業，航空

野における設備

販路開拓・取引

ど電子部品・電子

製品計画を立て，最

な考え方，仕組みを

む東北７県の各自動

に取り組む。 

17 

業の集積

取 組 １

するものづ

電子機械産業

に大きな波及効

業や，成長市場

が始まってい

を力強くけん

向】 

携した県内製造

た総合的な支援

新たな価値の

県内製造業の

への支援 

潟県を含む東北

済波及効果の高

点企業等の戦略

ンティブの強化

空機関連産業や

備投資への支援

引拡大等の促進

子機械にとどまらな

最も有利な販売経

を取り入れて，新た

動車関連連携推進

積促進 

 

くり産業（製

などを中心に

効果をもたら

場関連の企業

ます。 

引する役割を

造業の技術力

援 

の創出及びイノ

の技術力の向

北７県と北海

高い業種や，

略的な誘致の

化と，今後不

やクリーンエ

援や技術開発

進 

ない最先端の研究

経路を選ぶとともに

たな価値を生み出

進組織の会員で構成

製造業）の振

に，生産性や付

らすなど，地域

業など，国内外

を担っています

力の向上，経営

ノベーション

向上や設備投資

海道が連携した

質の高い雇用

の推進と企業間

不足が懸念され

エネルギー等環

発，製品開発へ

によって生み出さ

に，販売促進努力に

出し，社会的に大き

成する，産学官金が

振興 

付加価値創出が

域経済のけん引

外からの企業立

す。 

営の高度化，営

ンの促進による

資への支援，大

た東海圏域での

用の拡大に大き

間ネットワーク

れる事業用地の

環境関連産業な

への取組支援 

された高度な技術を

により，需要の増加

きな変化を起こすこ

が一体となった組織

が大きく向上

引役として県

立地が進んで

営業力やマー

る競争力の向

大学等学術研

の商談会の開

きく貢献する

クの強化 

の確保・整備

など技術革新

を内包する電子部

加と新たな市場開

こと。 

織。７組織が連携

上

県

で

ー

向

研

開

る

備

新

部

開

携



 

 

 

【目指す宮

○ 東北大学

○ 新たな技

動が活発に

○ 知的財産

つ企業など

○ 県内企業

 

 

 

 

【その実現

◇ 高度技術

等と，東北

◇ 県内学術

た支援 

◇ 産学連携

用の創出 

◇ 独自技術

◇ 県内企業

る活用促進

◇ 産学官に

産業はもと
 

 

※シーズ＝種子，

※ベンチャー企業

※放射光施設＝放

 分野で最先端の

※マッチング＝需

 

 

 

 

 

宮城の姿】 

学等県内の学

技術や製品を提

に展開されて

産・未利用特

ど，存在感の

業が，技術の

現のために県

術産業の創出

北各県と連携

術研究機関や

携の研究成果

術を持つ企業

業及び県内学

進と，その技

による技術高度

とより，今後

実。高等教育機

業＝新しい技術，

放射光と呼ばれる

の研究が可能にな

需要側と供給側の

産学官

学術研究機関の

提供するベン

います。さら

許等を利用し

ある企業の数

高度化の段階

県として行う

を目指した企

した放射光施

県内企業等に

を活用した革

の連携や，医

学術研究機関が

技術を利用した

度化支援を通

新たな技術革

機関や公設試験研究

新しいビジネスモ

強力な電磁波を用

なるもの。 

のニーズの調整を行

 

官の連携によ

の持つ高度な技

ンチャー企業と

らに，そうした

して開発された

数が増加してい

階に応じて，成

う取組の方向

企業と学術研究

施設など最先端

による新技術開

革新的で競争力

医工連携等の分

が持つ知的財産

た新製品等の開

通じた自動車関

革新の進展が期

究機関，企業などが

モデルを中核とする

用いて物質の構造を

行い，販売や取引等

18 

 
 

取 組 ２

よる高度技術

技術シーズと

と既存の企業

た活動によっ

た競争力の高

います。 

成長が見込まれ

向】 

究機関との人材

端研究施設の誘

開発等のプロ

力のある製品の

分野横断的な創

産・未利用特許

開発支援 

関連産業，半導

期待される分野

が保有する技術，特

る新規事業により急

を詳細に解析する研

等の仲介を行うこ

２ 

術産業の集積

，それを事業

との連携が進

て産業集積が

い製品を持つ

れる新分野へ

材や技術の相

誘致の推進

ジェクトに対

の開発支援と

創造的研究に

許等の技術シ

導体・エネル

野における取

特許などで，将来

急速な成長を目指

研究施設であり，

と。 

積促進 

業化する企業と

進み，成長が見

が進んでいます

つ企業や，世界

へ次々と参入を

相互交流，共同

対する，国など

と，地域産業の

による新製品等

シーズと市場ニ

ルギー，医療・

取引の創出及び

来的に新しい産業の

指す新興企業。 

ナノテクノロジー

との連携が進

見込まれる市場

す。 

界に通用する独

を果たしていま

同研究，ネッ

どの大規模資金

の活性化による

等の開発支援 

ニーズのマッチ

・健康機器，航

び拡大の促進 

の創出等において活

ーやバイオテクノロ

進んでいます。

場での企業活

独自技術を持

ます。 

トワーク形成

金導入に向け

る魅力ある雇

チング等によ

航空機関連

活用可能なもの。

ロジーなど幅広い

。 

活

持

成

け

雇

よ



 

 

 

【目指す宮

○ 県内の食

品の高付加

○ 「食材王

水産物を活

○ 県産加工

が進んでい

○ 商品の高

 

 

 

 

【その実現

◇ 高齢社会

◇ 農林漁業

◇ 県内での

◇ 食品製造

◇ 産学官の

◇ 共同ブラ

に関する機

◇ 水産加工

材の育成 

◇ 販売競争

◇ 県や関係

食品の取引

◇ 首都圏や
 

 

※ブランドイメー

※６次産業化＝第

に総合的に取り

 

 

 

 

宮城の姿】 

食品製造業と

加価値化が進

王国みやぎ」

活用した加工食

工食品の商品

います。 

高付加価値化

現のために県

会や健康志向

業者や食品製造

の取引を活発

造業の商品開発

の連携や地域

ランドの創出

機運醸成と体

工業のものづ

争を優位に展

係機関の協力

引拡大や新た

や海外等にお

ージ＝ある商品銘

第一次産業である

り組むこと。 

豊かな農

，農林水産業

んでいます。

のブランドイ

食品への需要

開発や販路回

や経営効率の

県として行う

等，消費者ニ

造業者等との

発にする企業間

発力や販売力

の食文化を生

などによる高

制の構築 

づくり企業とし

開する県産食

による大規模

な販路開拓に

ける市場調査

銘柄に対して社会や

る農林漁業者が，農

 

農林水産資源

業の連携が進み

 

イメージが全国

要が拡大してい

回復・販路拡大

の向上により製

う取組の方向

ニーズを反映し

の連携による農

間マッチングの

力の強化を中心

生かした新たな

高付加価値化や

しての側面に着

食品の高付加価

模商談会の開催

に向けた支援

査やビジネスマ

や消費者が抱いてい

農林水産物の生産に
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取 組 ３

源と結びつい

み，地元の素材

国的にも浸透

います。 

大が進み，東ア

製造品出荷額等

向】 

した売れる商

農商工連携や

の支援 

心とした経営革

な商品開発の促

や生産性の向上

着目した経営革

価値化，ブラ

催，首都圏や海

マッチングの支

いる印象。 

にとどまらず，そ

３ 

いた食品製造

材を生かした

し，県産食材

アジアや東南

等が増加し，

品づくりの促

６次産業化の

革新の促進

促進 

上，販路開拓

革新や生産性

ンド化の一層

海外等で開催

支援 

れを原材料とした

造業の振興 

た安全安心な商

材等の市場評価

南アジアを中心

県内食品製造

促進 

の取組支援 

拓に向けた異業

性の向上，次世

層の推進と，国

催される国際規

た商品の製造や販売

商品が生まれる

価が高まるこ

心とした海外市

造業が成長して

業種を含む事業

世代の業界をけ

国内外への積極

規模の商談会に

売などの，第二次産

る等，加工食

とで県産農林

市場にも進出

ています。

業者間の協業

けん引する人

極的な発信

における県産

産業や第三次産業

食

林

出

業

人 

産

業



 

 

２ 観光
 

 

【目指す宮

○ 多様なサ

者が集積し

○ 中心市街

○ 情報関連

○ 商業・サ

 

 

 

 

【その実現

◇ 地域経済

に対応した

◇ コミュニ

スへの創業

◇ 地域内外

◇ 地域にお

援 

◇ 商店街の

◇ 自動車産

誘致促進 

◇ 起業や産

面における

◇ 情報関連

◇ ＩｏＴデ

目指した技
 
 
※ビジネスモデル

※コミュニティビ

※事業承継＝会社

法がある。 

※インキュベーシ

※ＩＣＴ＝Infor

※ＩｏＴ＝Inter

スなどあらゆる

※ＡＩ＝Artific

 

 

光資源，

高付

宮城の姿】 

サービス市場

しています。 

街地の再生が進

連産業が集積

サービス産業

現のために県

済を活性化さ

た新たな事業展

ニティビジネ

業支援 

外から多くの

おける小規模

の空き店舗等

産業等ものづ

 

産業の創出・

る積極的かつ効

連産業をはじ

デバイスや車

技術習得，人材

ル＝事業として何

ビジネス＝地域の

社の経営を後継者

ション施設＝起業

rmation and Comm

rnet of Thingsの

る物をインターネ

cial Intelligenc

知的資産

付加価値型サ

の拡大等経済

が進み，消費者

し，全国・世

全体の高付加

県として行う

せる新たなビ

展開に対する

ス等の地域や

人が集まる魅

模事業者の持続

を活用したイ

づくり産業の振

育成に向けた

効果的なＩＣ

め，幅広い分

載電子機器等

材交流，商品

何を行い，どこで収

の課題を地域住民が

者に引き継ぐこと。

業家の育成や新しい

munication Techno

の略語。従来、イン

ネットに接続する技

eの略語。人間が

 

産を活用

サービス産業

済構造の変化に

者ニーズにこた

世界に通用する

加価値化が進展

う取組の方向

ビジネスモデル

るアドバイス機

や生活に密着し

魅力ある商店街

続可能性確保

インキュベーシ

振興にもつなが

たＩＣＴのフル

ＣＴ利活用の促

分野で活躍でき

等の組込みソフ

品開発に向けた

収益を上げるかとい

が主体的に，ビジネ

主に親族に承継す

いビジネスを支援す

ologyの略語。情報

ンターネットに接続

技術のこと。 

が用いる知識や判断

20 

した商業

取 組 ４

業・情報関連

に対応し，高付

たえる魅力あ

るノウハウや技

展しています

向】 

ルの構築や，

機能等の充実

したサービス業

街の構築に向

保に向けた次世

ション施設の

がる組込みソ

ル活用や農林水

促進 

きるＩＣＴ人材

フト，ＡＩな

た取組支援 

いう具体的な仕組み

ネスの手法を用いて

する，従業員等に承

する施設。 

報通信に関する技

続されていたパソ

断力を分析し、コン

業・サービ

４ 

連産業及び地

付加価値な事

る商店街づく

技術力を持っ

。 

グローバル化

業への支援や

けた支援 

世代の育成や後

開設支援 

フトウエア開

水産業，観光

材の育成及び

ど，成長が期

み。 

て解決する取り組

承継する，Ｍ＆Ａ

技術の総称。 

ソコンやサーバなど

ンピュータで表現

ビス産業

地域商業の振

事業活動を展開

りが進んでい

った企業の数が

化や流通の合理

や，地域から生

後継者の確保

開発企業など情

光業等をはじめ

び確保に向けた

期待される分野

組み。 

（企業の合併や買

どＩＴ関連機器に加

したり、推論した

業の強化 

振興 

開する各種のサ

います。 

が増加していま

理化など，経済

生まれるベンチ

保等の事業承継

情報関連産業の

め，様々な分野

た支援 

野への参入や取

買収）で承継すると

加えて、これら以外

たりする技術。 

サービス事業

ます。 

済構造の変化

チャービジネ

継に関する支

の戦略的な

野や幅広い場

取引拡大を

という3 通りの方

外の機器やサービ

業

化

ネ 

支

場

方

ビ



 

 

  

【目指す宮

○ 宮城の魅

○ 自らの住

の観光資源

○ 外国人や

○ 仙台空港

す。 

○ 観光客入

 

 

 

     

【その実現

◇ 各種観光

◇ テレビや

◇ 海の玄関

◇ プロスポ

ピックを契

◇ ｢政宗が

◇ 日本三景

観光の発掘

◇ 自然環境

◇ 地域一体

◇ 観光施設

インの普及

◇ マーケテ

の整備 

◇ 外国人観

◇ 東北観光

◇ 広域観光

どの広域観

 
※日本遺産＝地域

かせた文化のス

※グリーン・ツー

※エコツーリズム

※無料公衆無線

ノートパソコン

※バリアフリー＝

障壁，情報面で

※ユニバーサルデ

方。 

宮城の姿】 

魅力が絶え間

住む地域に誇

源が磨き上げ

や高齢者，障

港の機能強化

入込数が，東

現のために県

光キャンペー

やインターネ

関口である仙

ポーツ等と連携

契機とした誘

が育んだ“伊達

景松島をはじ

掘・整備 

境や伝統文化

体となったも

設及び案内板

及推進による観

ティングに基

観光客や中部

光の復興に向

光周遊ルート

観光に向けた

域の歴史的魅力や

ストーリーである

ーリズム＝緑豊か

ム＝自然環境や歴

ＬＡＮ＝無線ＬＡ

ン・スマートフォ

＝高齢者・障害者

での障壁など全て

デザイン＝あらか

地域が潤

なく国内外に

誇りを持ち，観

げられ，観光客

障害者，乳幼児

や新幹線延伸

日本大震災に

県として行う

ンなど催し物

ットなど多様

台塩釜港（仙

連携したイメー

誘客につながる

達”な文化｣が

めとする景観

などを活用し

てなしの心の

板・標識，無料

観光客受入態

基づいた新たな

以西からの観

けた仙台市，

トの設定や仙台

取組の推進 

や特色を通じて我が

「政宗が育んだ“

かな農山漁村地域に

歴史文化を体験し，

ＡＮ（電波でデータ

ンの所有者が，主

者等が社会生活をし

の障壁を除去する

かじめ，障害の有無

潤う，訪れて

に発信され，観

観光のもたらす

客に対する質の

児同伴者など，

伸に伴い，東北

による影響から

う取組の方向

物や行事を活用

様な広報媒体を

仙台港区）及び

ージアップによ

る取組の推進

が日本遺産に認

観や温泉，食材

したグリーン

の向上のための

料公衆無線ＬＡ

態勢の整備拡充

な旅行ニーズ

観光客など対象

松島湾エリア

台空港民営化

が国の文化，伝統を

“伊達”な文化」が

において，その自然

学ぶとともに，対

タの送受信を行う構

主に外出先や旅行先

していく上で障壁

るという考え方。

無，年齢，性別，人
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取 組 ５

てよしの観光

観光地みやぎの

す効果が県民

の高い受入態勢

だれでも訪れ

北広域観光の拠

ら回復し，訪

向】 

用した積極的

を複合的に組み

び港周辺地域の

よる旅行意欲の

認定されたこ

材などの宮城

・ツーリズム及

の取組強化や

ＡＮ（フリー

充 

ズへの対応と多

象を絞った戦略

ア及び仙台空港

化等を契機とし

を語るストーリー

が平成２８年度に認

然，文化，農林水産

対象となる地域の

構内通信網）を利

先で，通信料金を気

（バリア）となる

人種等にかかわら

５ 

光王国みや

のイメージが

に理解される

勢が整ってい

れやすい観光

拠点として，

日外国人旅行

な誘客活動の

み合わせた効

の新たな魅力

の喚起や，２

とを契機とし

らしい資源を

及びエコツー

，だれもが安

ーWi-Fi）の整

多言語表示等の

略的な誘致の

港周辺を対象

した東北が一体

ーを文化庁が認定す

認定を受けた。

産業とのふれ合い

自然環境や歴史文

用して，公衆にイ

気にせずインター

ものを除去（フリ

ず多様な人々が利

ぎの実現 

が定着していま

るとともに，自

います。 

光地づくりが進

国内外から多

行客が大幅に増

の推進 

効果的な情報展

力やイメージの

０２０年東京

した文化財の観

を生かし，地域

ーリズム推進体

安全安心に観光

整備，バリアフ

の整備など外

の推進 

象とする復興観

体となった各

するもの。宮城県か

いや人々との交流を

文化の保全に責任を

インターネットへの

ーネットに接続する

リー）すること。物

利用しやすいよう都

ます。 

自然環境や食文

進んでいます。

多くの観光客が

増加しています

展開 

の創造・発信 

京オリンピック

観光活用による

域が連携した体

体制の整備・支

光できる環境づ

フリー・ユニバ

外国人が旅行

観光拠点都市圏

各種プロモーシ

からは，伊達政宗が

を楽しむ滞在型の余

を持つ観光のあり方

の接続を無料で提供

ることが可能となる

物理的，社会的，制

都市や生活環境をデ

文化など地域

。 

が訪れていま

す。 

ク・パラリン

る交流の促進

体験・滞在型

支援 

づくりの促進

バーサルデザ

しやすい環境

圏の形成 

ション活動な

が仙台の地に華開

余暇活動。 

方。 

供するサービス。

る。 

制度的，心理的な

デザインする考え

域

ま

ン 

進 

型

進 

ザ

境

な

開

な

え



 

 

 

３ 地域
 

  

【目指す宮

○ 消費者か

確立された

○ 生産規模

しています

○ 東アジア

ています。

○ 食品製造

  

 

 

 

【その実現

◇ 戦略的な

◇ 「食材王

◇ 安全安心

◇ 消費者ニ

価値の発信

◇ 農地の適

◇ ＩＣＴの

実情に沿っ

◇ 他産業の

◇ 水産資源

◇ 収益性の

◇ 漁業経営

◇ 震災後に

◇ 畜産業に

◇ 計画的な

◇ ＣＬＴや

◇ 農林水産

◇ 東アジア

◇ 農林水産

◇ 農商工連
 
 

※アグリビジネス

を発展させるビ

※ＣＬＴ＝Cross

※木質バイオマス

域経済を

宮城の姿】 

からの高い信

た，農林水産

模の再編等に

す。 

アや東南アジ

。 

造業や卸小売

現のために県

な水稲新品種

王国みやぎ」

心な農林水産

ニーズに即し

信を担うこと

適切な保全と農

の活用をはじ

った産地化の

のノウハウを

源の適切な保

の高い漁業生産

営の法人化・協

に新たに建設

における生産基

な森林施業か

や木質バイオ

産業の担い手

アや東南アジ

産業と流通加

連携や６次産

ス＝意欲ある農業

ビジネス。 

s Laminated Timb

ス＝樹木の伐採や

支える農

信頼を得て，全

物が増加して

よる効率的な

ア市場なども

業，外食産業

県として行う

種の導入による

を支える県産

物の生産と安

，かつ競争力

のできる企業

農地中間管理

めとした先進

推進  

取り込んだ付

保全と管理，養

産体制や養殖

協業化や水産

設された魚市場

基盤の強化と

ら木材流通に

マスなど新た

不足を補うた

ア市場等に向

工業等とのビ

業化による新

業経営者が，経営の

erの略。直交集成

や造材のときに発生

農林水産業

競争力ある

全国的にも高い

ています。 

な生産体制や販

も視野に入れた

業等との連携や

う取組の方向

る宮城米の販売

産農林水産物の

安定供給体制の

力のある農林水

業的経営感覚を

理機構等と連携

進的な技術導入

付加価値の高い

養殖や増殖の推

殖生産物の高品

産業復興特区等

場の機能の強化

と畜産経営体の

に至る生産経費

たな木材利用を

ため，作業の省

向けた県産食品

ビジネスマッチ

新たな商品の開

の多角化や事業連携

成板。ひき板を繊維

生した枝，葉などの
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業の競争

取 組 ６

る農林水産業

い知名度を誇

販売体制，企業

た，グローバル

や６次産業化

向】 

売，ブランド

のブランド化の

の確立支援 

水産物及び加工

を有した生産者

携した農地の大

入支援や次世代

いアグリビジネ

推進及び生育環

品質化，水産加

等による強い経

化等による水揚

の安定化の推進

費の低減，良質

を見込んだ木材

省力化につなが

品の輸出促進

チングの推進支

開発・販路開拓

携によって，販売

維方向が直交する

の林地残材等を利用

争力強化

６ 

業への転換

誇り，「食材王

業的経営感覚

ルな視点に立

に取り組む農

力の強化 

の推進 

工品の生産や

者や法人の育

大区画化・集

代型施設園芸

ネスの振興

環境の保全と

加工クラスタ

経営体の育成

揚げ確保 

進 

質な製材品の

材供給体制の

がる技術の導

支援の強化

拓等の取組の

売流通・農産加工を

るように積層接着し

用した産業資源。

国みやぎ」を

覚を有した生産

立った農林水産

農林漁業者が増

や，地域資源の

育成 

集約化や法人化

芸拠点整備の取

と改善 

ター及び種苗生

成 

の生産等の促進

の整備 

導入や機械施設

の推進 

をはじめとする関連

した木材製品。 

を代表するブラ

産者や法人の数

産業の新たな展

増加しています

の新たな価値の

化による経営体

取組など地域の

生産体制の構築

進 

設の整備の推進

連産業の付加価値

ランドとして

数が増加 

展開が始まっ

す。 

の創出とその

体の強化 

の担い手の

築 

進 

を取り込んで経営

 

て

っ

の

営



 

 

 

【目指す宮

○ 安全安心

食の安全安

○ 農林漁家

浸透してい

○ 地産地消

が増えてい

○ 「木づか

います。 

○ 地産地消

 

 

 

 

【その実現

◇ 環境保全

度衛生管理

進 

◇ 「食の安

による安全

◇ 行政，生

◇ 県産農林

に関する取

◇ 地産地消

◇ 関係者の

◇ 宮城の豊

◇ 県産食材

◇ 「木づか

強化，利用
 

 

※木づかい運動＝

て実施している

※環境保全型農業

軽減に配慮した

※みやぎの環境に

割以下に節減し

※ＧＡＰ＝Good 

 

 

 

地

宮城の姿】 

心な食材，食

安心に対する相

家レストラン

います。 

消や食育の普

います。 

かい運動」等

消の取組や食

現のために県

全型農業を実施

理化，県産食

安全安心県民

全安心に係る信

生産者，事業者

林水産物の放射

取組と県内外へ

消につながる

の連携による

豊かな食を生

材の再認識・再

かい運動」の

用促進等 

＝行政，ＮＰＯ，

る。 

業＝農業の持つ物

た持続的な農業。 

にやさしい農産物

して生産された農

Agricultural Pr

地産地消や食

食品が提供され

相互理解が進

や学校給食等

普及によって，

の推進により

食育を通じて，

県として行う

施する「みや

品の総合衛生

総参加運動」

信頼関係の構

者，消費者等

放射性物質検査

への安全性の

県産食材の学

地産地消に向

かした食育の

再発見を促す

推進やＣＬＴ

関係団体，企業等

物質循環機能を生か

物認証・表示制度＝

農産物を県が認証し

acticeの略。農業

 

食育を通じた

れ，生産から消

進んでいます。

等で地域食材が

健全な食生活

り，県産木材へ

安全安心に対

う取組の方向

やぎの環境にや

生管理体制の普

や，生産者と

構築 

等の連携による

査の適切な実施

の情報発信 

学校給食への利

向けた体制の構

の推進 

す情報や機会の

Ｔ等木材の利用

等が連携し，国産材

かし，生産性との調

＝国の特別栽培農産

し，消費者により信

業生産工程管理と訳
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取 組 ７

た需要の創出

消費までの各

 

が利用される

活や食べ物を大

への認識が深

対する信頼性の

向】 

やさしい農産物

普及定着，Ｇ

と消費者等関係

る食の安全安心

施のほか，風評

利用促進 

構築や直売施設

の提供と県内供

用技術の開発及

材を使って森を育

調和などに留意し

産物に係る表示ガ

信頼性の高い農産物

訳され，生産工程

７ 

出と食の安全

各流通段階で生

ことにより，

大切にする意

まり，地元の

の高い県産食

物認証・表示

ＡＰの導入促

係者間の食材

心を支える体

評により販路

設の活用支援

供給力の向上

及び普及支援

てる全国的な取組

つつ，土づくり等

ガイドラインに準拠

物を供給していく

程を管理しながら農

全安心の確保

生産履歴等の正

地域食材の認

意識が向上する

の木材を利用し

食品への需要が

示制度」の推進

促進等，安全安

材や食品に関す

体制の整備 

路を失った農林

援 

上 

援，県産木材

組であり，宮城県で

等を通じて化学肥料

拠し，農薬や化学肥

制度。 

農業を行うこと。 

確保 

正確な情報の

認識が深まり，

る等，食に関心

した住宅や施設

が拡大していま

進や生鮮品・加

安心な食品の安

する情報共有

林水産物のイメ

「優良みやぎ材

では「みやぎの木づ

料，農薬の使用等

肥料などの使用を県

の共有が進み，

，地産地消が

心を持つ県民

設が増加して

ます。 

加工品等の高

安定供給の推

と，相互理解

メージアップ

材」の供給力

づかい運動」とし

による環境負荷の

県の慣行基準の５

が

民

て

高

推

解

プ

力

し

の

５



 

 

４ アジ
 

  

【目指す宮

○ 国際競争

流が進んで

○ 県産農林

○ 外資系の

 

 

 

 

 

【その実現

◇ 県の海外

◇ 隣接県や

◇ 経済成長

◇ 東北各県

拡大支援 

◇ 海外との

ッチング機

◇ 最先端の

促進 

 

 

 

 

 

 

ジアに開

県内

宮城の姿】 

争力のある製

でいます。 

林水産物やそ

の研究開発型

現のために県

外事務所や関係

や民間企業と連

長の著しい東南

県や関係団体

の取引拡大に

機能などの支

の研究シーズ

開かれた広

内企業のグロ

品・技術を有

の加工品が海

型企業や高度な

県として行う

係機関との連

連携した海外

南アジア諸国

体と連携した県

向けた市場調

援体制の強化

ズを有する東北

 

広域経済圏

ローバルビジ

有する企業が多

海外市場でブラ

な技術を持った

う取組の方向

連携による総合

外拠点事務所の

国をはじめ，東

県産品の販路開

調査，海外取引

化 

北大学等との連

24 

圏の形成

取 組 ８

ジネスの推進

多く出現する

ランドを確立

た企業が県内

向】 

合的なグローバ

の運営や，企業

東アジア，ロ

開拓や原材料調

引事務や知的財

連携など，宮城

成 

８ 

進と外資系企

とともに，多

し，相当程度

内に立地し，共

バルビジネス

業の海外進出

シア，米国等

調達等のため

財産保護対策

城の優位性を

企業の立地促

多数の県内企業

度の数量が取引

共同研究や各種

スの支援体制の

出支援体制の整

等との経済交流

めの商談会開催

策等のノウハウ

を生かした外資

地促進 

業が海外に進出

引されています

種取引が進展

の整備 

整備 

流の促進 

催等，海外との

ウの提供，ア

資系企業・研究

出し，経済交

す。 

展しています。

の取引機会の

ドバイスやマ

究機関の立地

交

。 

の

マ

地



 

 

 

【目指す宮

○ 東北各県

車関連産業

○ 仙台，山

手県や福島

○ 観光や文

の交流人口

 

 

     

     

 

【その実現

◇ 自動車関

◇ 県境を越

◇ 三陸縦貫

◇ 東北に立

◇ 東北全体

◇ 山形県と

◇ 東北各県

 

 
※三陸縦貫自動車

道路。 

 

自立

宮城の姿】 

県との間でそれ

業分野をはじ

山形の両都市

島県をはじめ

文化的な活動

口が増加して

現のために県

関連産業等に

越えた企業，研

貫自動車道を

立地する企業

体の活性化を

との連携に関

県や東北観光

車道＝仙台東部道

的に発展で

れぞれが保有

めとして各種

圏を中核に一

，東北各県と

においては，

います。 

県として行う

おける新潟県

研究機関の間

はじめとする

の物流コスト

けん引する拠

する構想に基

推進機構と連

道路を起点とし、岩

 

きる経済シ

有する資源や特

種産業政策が展

一体的圏域を形

とも効果的な連

連携の相乗効

う取組の方向

県を含む東北７

間での役割分担

る広域的な経済

ト削減など，国

拠点である仙台

基づく施策をは

連携した広域観

岩手県釜石市で東北
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取 組 ９

システム構築

特性を生かした

展開されてい

形成する山形

連携が進んで

効果により，そ

向】 

７県での連携促

担や協力体制の

済活動を支え

国際競争力強化

台空港の需要喚

はじめとした

観光周遊ルー

北横断自動車道釜石

９ 

築に向けた広

た機能分担や

ます。 

県との連携が

います。 

それぞれの地

促進 

の構築等によ

る道路ネット

化に寄与する

喚起のための

，東北各県等

トの設定など

石秋田線（釜石自

広域経済圏の

や協力体制の構

が着実に推進さ

地域の魅力がさ

よる，東北地方

トワークの整備

るための仙台塩

のプロモーショ

等の官民による

ど広域観光の推

動車道）と連絡し

の形成 

構築など連携が

されるとともに

さらに高まり，

方への産業集積

備促進 

塩釜港の施設整

ョン活動の推進

る連携の促進 

推進 

し、岩手県宮古市に

が進み，自動

に，隣県の岩

，国内外から

積の支援 

整備 

進 

に至る高規格幹線

動

岩

ら



 

 

５ 産業
  

 

【目指す宮

○ 産業活動

らには，新

○ 職業に関

○ ものづく

に，世代交

 

     

 

     

【その実現

◇ 社会情勢

リーダーや

◇ 企業の競

◇ 地域商業

人材の育成

◇ 就業者の

◇ 社会情勢

の推進 

◇ 水産加工

や求人企業

◇ みやぎ産

担う人材の

◇ 子どもた

産学官が連

◇ 働く意欲

性の活躍促

◇ 宮城県の
 
 

※プロフェッショ

していく人材。

※みやぎ産業人材

※キャリア教育＝

※志教育＝小・中

将来の社会人と

 

 

 

 

業競争力

宮城の姿】 

動において新

新たな分野へ

関する高い意識

くりを担う人材

交代が円滑に進

現のために県

勢の変化やグ

や起業家的人材

競争力向上に

業におけるま

成支援 

の減少や高年齢

勢の変化に対応

工業など沿岸

業とのマッチ

産業人材育成

の育成推進 

たちや若者の発

連携したキャ

欲のある若者

促進に取り組

の基幹産業で

ョナル人材＝新た

。 

材育成プラットフ

＝望ましい職業観

中・高等学校の全時

としてのより良い

の強化に

産業

新たな付加価値

挑戦する経営

識や勤労意欲

材育成が進み

進み，技術が

県として行う

グローバル化に

材，地域イノ

資するプロフ

ちづくりと連

齢化に備えた

応し，地域を

岸部を中心に人

ングなどの強

成プラットフォ

発達段階に応

リア教育や志

や女性，高齢

んでいる企業

ある製造業の

な商品・サービス

ォーム＝地域産業

観や勤労観を身に付

時期を通じて，人や

い生き方を主体的に

 

に向けた条

取

業活動の基礎

値を生み出すビ

営や，そのため

欲を持つ就労者

み，県内製造業

が継承されてい

う取組の方向

に対応し，ビジ

ノベーション人

フェッショナル

連携した地域の

た将来のみやぎ

をけん引するリ

人手不足が深

強化  

ォームなど，産

応じた勤労観や

志教育の推進

齢者の個々のキ

業における社会

の発展を担うも

スの開発，その販路

業の中核的な人材を

付けさせ，自己の個

や社会と関わる中

に求めるよう促して

26 

条件整備

取 組 １

礎となる人材

ビジネスモデル

めの技術革新

者や学生，起業

業の技術革新

います。 

向】 

ジネスチャンス

人材の育成と定

ル人材に対す

の活性化につ

ぎの建設産業

リーダーとな

深刻化している

産学官の連携

や職業観を醸成

キャリアに応

会的評価の獲得

ものづくり人材

路開拓や，個々のサ

を育成するため，産

個性を理解し，主体

中で社会性や勤労観

ていく教育のこと。

備 

０ 

材の育成・確

ルを企画立案

を担う人材の

業意欲のある

を支える中核

スを的確にと

定着促進 

るニーズの掘

ながる商店街

を担う人材の

る次代の農林

る状況を踏まえ

による学校と

成し，早期離

じた就業・雇

得に向けた普

材の育成体制

サービスの生産性

産学官の人材育成

体的に進路を選択

観を養い，集団や社

。 

確保 

案する人材，そ

の育成・定着が

る人材が増えて

核的な人材が安

とらえ，宮城県

掘り起こしや県

街づくりに向け

の確保・育成 

林水産業を担う

えた潜在的な

と地域企業が一

離職の抑制や県

雇用環境の整備

普及啓発の推進

制の構築 

性向上などの取組を

成関係機関等を構成

択する能力・態度を

社会の中で果たすべ

その実践を支え

が進んでいます

ています。 

安定的に確保

県経済をけん引

県内企業への還

け，安定した経

う人材・後継者

な求職ニーズの

一体となった産

県内就職率の向

備や能力開発の

進  

を通じて，企業の成

成員として設置され

を育てる教育のこと

べき自己の役割を考

える人材，さ

す。 

されるととも

引する次代の

還流 

経営ができる

者の育成確保

の掘り起こし

産業・復興を

向上に向けて

の促進と，女

成長戦略を具現化

れた連携組織。

と。 

考えさせながら，

さ

も

の

る

保

し

を

て

女



 

 

 

【目指す宮

○ 優れた経

○ ベンチャ

ます。 

○ 企業のあ

います。 

     

 

 

     

【その実現

◇ 社会情勢

などの各種

◇ 認定農業

業における

◇ 起業家の

多様な経営

◇ 多様化す

◇ 制度融資

込まれ経済

◇ ファン

あっても利
 
 

※認定農業者制度

この目標を目指

※地域経済分析シ

※ファンド＝資金

 

  

 

 

 

 

 

 

宮城の姿】 

経営能力を有

ャー企業や新

あらゆる経営

現のために県

勢等に的確に

種産業関連団体

業者などの経

る経営基盤の確

の育成やビジ

営支援体制の

する企業・地域

資の充実をは

済の中核をな

ドなどを活用

利用しやすい

度＝農業経営基盤

指して農業者が作

システム＝国から

金，資本や投資信

する経営者が

新しい市場に積

局面に応じた

県として行う

対応できる中

体との連携に

経営安定化や集

確立支援と，

ネスプランの

充実 

地域の課題解決

じめとする資

す業種への重

した資金供給

多様な資金調

盤強化促進法に基づ

作成した農業経営改

提供される情報支

信託。投資事業組合

 

取

経営力の向

が増加し，時代

積極的に進出す

た多様な資金調

う取組の方向

中小企業・小規

による情報提供

集落営農の組織

社会情勢に応

の作成支援，円

決に向けた，地

資金調達環境の

重点的な支援

給，企業の事業

調達手段の活用

づき，市町村が地域

改善計画を認定する

支援ツール。各種セ

合など特定の目的を
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取 組 １

向上と経営基

代の変化を先取

する企業が増

調達方法や支援

向】 

規模事業者等の

供や相談機能の

織化，漁船漁業

応じた経営を展

円滑な事業承継

地域経済分析

の整備などに

業性を評価す

用促進 

域の実情に即して

る制度。 

センサスや民間の

を持った複数の投資

１ 

基盤の強化

取りした高い

えるとともに

援体制が構築

の育成に向け

の強化 

業の構造改革

展開できる人

継，事業再生

システム等の

よる，自動車

る融資制度の

効率的・安定的な

ビッグデータ等を

資家による集団投

い収益を確保で

に，企業等の事

築され，活力あ

け，商工会，商

革に向けた取組

人材育成の推進

生支援など，産

の客観的データ

車関連産業や食

の構築など，中

な農業経営の目標等

を搭載した分析シス

投資スキームなど。

できる企業が増

事業再生などが

ある企業活動が

商工会議所，農

組等の支援によ

進 

産業支援機関等

タの活用強化 

食品関連産業な

中小企業・小規

等を内容とする基本

ステム。 

 

増えています

が図られてい

が展開されて

農業協同組合

よる農林水産

等と連携した

など成長が見

規模事業者に

本構想を策定し，

す。 

い

て 

合

産

た 

見

に



 

 

 

【目指す宮

○ 仙台塩釜

て，東北地

○ 仙台港区

として重要

○ 仙台空港

が増加する

○ 広域的物

○ 低廉豊富

 

 

 

     

【その実現

◇ 貨物量の

◇ 港湾貨物

◇ 仙台港背

通・工業機

◇ 仙台空港

◇ 企業誘致

◇ 三陸縦貫

◇ 製造活動
 
 

※ポートセールス

の改善に反映さ

 

 

宮城の姿】 

釜港は，仙台

地方の持続的

区は国際物流

要な役割を担

港は，東北の

るとともに，周

物流・交流や

富な工業用水

現のために県

の増加や船舶

物の需要開拓

背後地の土地

機能の強化 

港民営化を契機

致などの土地

貫自動車道な

動を支える価格

ス＝船舶や貨物の

させていくもの。 

宮

，塩釜，石巻

な経済成長を

流及びエネルギ

っています。

空の玄関にふ

周辺地域には

広域連携強化

水道が安定供給

県として行う

の大型化に対

及び新規航路

地区画整理によ

機とした航空

地利用による空

ど高速道路網

格競争力のあ

の誘致のため，関連

 

取

宮城の飛躍を

巻及び松島各港

を支える国際的

ギー産業の拠点

 

ふさわしい豊富

は，空港機能を

化のための道路

給され，工業用

う取組の方向

対応した岸壁や

路開設に向けた

より整備された

空需要の拡大と

空港周辺地域の

網及び広域ネッ

ある工業用水道

連企業等に港湾を利
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取 組 １

を支える産業

港区の特色や特

的な物流拠点

点として，石巻

富な航空路線

を生かした産業

路網が構築され

用水利用型企業

向】 

やふ頭用地の造

た誘致活動(ポ

た土地の活用促

と航空路線の誘

の活性化 

ットワークの形

道の長期安定供

利用するメリット

２ 

業基盤の整備

特性を生かし

として発展し

巻港区は製紙

を有し，東北

業が集積して

れ，県内各地

業の事業活動

造成など，港

ポートセールス

促進等による

誘致活動(エア

形成に向けた

供給 

の説明を行い，併

備 

しながら，東北

しています。 

紙産業・木材・

北の中核空港と

ています。 

地域の移動時間

動が活発になっ

港湾機能拡充の

ス)の強化 

る港周辺地域の

アポートセー

た道路網の整備

併せて利用者のニー

北唯一の国際拠

・飼料を中心

として国内外か

間が短縮されて

っています。 

のための施設整

の貿易関連機能

ールス)の強化 

備促進 

ーズを把握し，施設

拠点港湾とし

とした工業港

からの利用者

ています。

整備 

能や流 

設整備や管理運営

し

港

者

営



 

29 

 

第２節 安心と活力に満ちた地域社会づくり 

 

 

 

 

 

 

 

将来の宮城を担う
子どもの教育環境
づくり

生涯現役で安心し
て暮らせる社会の
構築

コンパクトで機能
的なまちづくりと
地域生活の充実

だれもが安全に，
尊重し合いながら
暮らせる環境づく
り

１

２

３

４

５

子どもを生み育て
やすい環境づくり

取組１３
次代を担う子どもを安心して生み育てること
ができる環境づくり

取組１４
家庭・地域・学校の協働による子どもの健全
な育成

取組１５ 着実な学力向上と希望する進路の実現

取組１６ 豊かな心と健やかな体の育成

取組１７
児童生徒や地域のニーズに応じた特色ある教
育環境づくり

取組１８ 多様な就業機会や就業環境の創出

取組１９ 安心できる地域医療の充実

取組２０ 生涯を豊かに暮らすための健康づくり

取組２１ 高齢者が元気に安心して暮らせる環境づくり

取組２２
障害があっても安心して生活できる地域社会
の実現

取組２３
生涯学習社会の確立とスポーツ・文化芸術の
振興

取組２４
コンパクトで機能的なまちづくりと地域生活
の充実

取組２５ 安全で安心なまちづくり

取組２６ 外国人も活躍できる地域づくり



 

 

１ 子ど
  

 

【目指す宮

○ 若い世代

○ 仕事と生

○ 子育て家

○ 地域住民

れています

○ 身近な地

う人が増え

 

     

 

     

【その実現

◇ 子育て世

子育てにつ

◇ 働きなが

など，職場

◇ 女性の継

取得の促進

◇ 保育所入

家庭的保育

◇ 適切な保

◇ それぞれ

◇ 不登校や

携した相談

◇ 子どもの

◇ 関係機関

つ的確な対

◇ 地方独立

◇ 周産期

 
 

※ワーク・ライフ

や地域生活など

※放課後児童クラ

を利用して適切

※周産期＝妊娠満

小児科双方から

 

 

 

どもを生

次代

宮城の姿】 

代の結婚・出産

生活の調和が

家庭の多様な

民の連携と協

す。 

地域で，産科

えています。 

現のために県

世代に対する

ついて切れ目

がら子育てを

場における仕事

継続雇用や再就

進や超過勤務

入所待機児童

育，延長保育

保育環境の確保

れの地域の実情

や引きこもり

談・指導の充

の心身の健康

関の連携によ

対応の実施 

立行政法人宮城

・小児医療体

フ・バランス＝仕

どにおいても，子

ラブ＝児童福祉法

切な遊び及び生活

満２２週（１５４

ら行う一貫した総

生み育てや

を担う子ど

産・子育ての

が図られ，男性

ニーズに応じ

力の下，地域

や小児科など

県として行う

支援の拡充の

のない支援の

を行う男性を含

事と子育ての

就職等への支

の縮減など事

童の解消に向け

及び放課後児

確保を図るため

情に応じた子

など悩みを抱

実及び市町村

対策，貧困対

る虐待防止体

城県立こども

体制の整備及び

仕事と生活の調和と

子育て期，中高年期

法の規定に基づき，

活の場を提供して，

日）から生後７日

総合的な医療が必要

 

やすい環境

取

どもを安心し

の希望がかなえ

性の育児参加が

じた各種保育サ

域全体で子育て

ど母と子どもの

う取組の方向

のほか，市町村

の実施による少

含めた従業員

の両立支援対策

支援など，男女

事業主へのワー

けた保育所整備

児童クラブなど

め，保育士の確

子育て中の親の

抱える子ども・

村に対する支援

対策，虐待防止

体制の整備及び

も病院における

び小児救急医療

と訳され，国民一人

期といった人生の各

保護者が労働等に

その育成を図るも

日未満までの期間。

要となり，これを周
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境づくり

取 組 １

して生み育て

えられ，少子化

が進み，夫婦が

サービスが提供

てを行う環境が

の大切な命を支

向】 

村・企業・Ｎ

少子化対策の総

員等に対する育

策の促進 

女ともに仕事

ーク・ライフ

備等の促進や

どの各種サー

確保に向けた取

の交流の場の設

・子育てに不安

援の実施 

止など多様化

び発生予防か

る高度で専門

療体制の充実

人ひとりがやりが

各段階に応じて多様

により昼間家庭に

もの。 

。この期間は，母

周産期医療という。

り 

３ 

てることがで

化の状況が改

が共に協力し

供されていま

が整備され，

支える医療体

ＰＯなどとの

総合的な推進

育児休業取得の

と育児等が両

・バランスの

や，子育てを行

ビスの充実に

取組の支援

設置などの地

安・問題を抱

・複雑化した

ら早期発見・

的な医療の推

がいや充実感を持ち

様な生き方が選択

いない小学校に就

母子ともに異常が生

。 

できる環境づ

改善されていま

しながら子育て

ます。 

子どもが健康

体制が充実し，

の連携・協働に

進 

の促進や職場

両立できる環境

の重点的な普及

行う親の多様な

に向けた取組の

地域における子

抱える親や家族

た子育てに係る

保護児童等に

推進 

ちながら働き，仕事

択・実現できること

就学している子ども

生じやすく，突発的

づくり 

ます。 

てを行っていま

康で社会性豊か

安心して出産

による結婚・妊

場復帰しやすい

境の整備と，従

及推進 

なニーズにこ

の支援  

子育て支援の充

族に対する福祉

る諸問題への総

に対する援助な

事上の責任を果たす

とを指す。 

もに対し，授業の終

的な緊急事態に備

ます。 

かにはぐくま

産や育児を行

妊娠・出産・

い環境の整備

従業員の休暇

こたえるため，

充実 

祉と教育が連

総合的な対応

など，迅速か

すとともに，家庭

終了後に児童館等

えるため，産科・

ま

行

備

暇 

連

応 

か

庭

等



 

 

 

【目指す宮

○ 家庭・地

られ，地域

○ 子どもた

や地域活動

○ 家庭・地

が育まれ，

○ 子どもが

      

      

 

      

【その実現

◇ 親として

◇ 家庭・地

◇ 家庭・地

働教育の推

◇ 家庭教育

ークの構築

◇ 学校と地

◇ 地域づく

◇ 貧困など

 

 

 

宮城の姿】 

地域・学校が連

域が一体とな

たちの学びを核

動に参画する

地域・学校の連

将来の地域

が生まれ育っ

現のために県

ての「学び」

地域・学校・

地域・学校の連

推進 

育支援・子育

築による地域

地域住民やＮ

くりに向けた

ど困難を抱え

家庭・地

が連携・協働し

って子どもた

核として，地

ことで，子ど

連携・協働に

づくりを担う

た環境によっ

県として行う

と「育ち」の

団体や企業等

連携強化に向

て支援に関わ

全体で子育て

ＰＯ，企業な

学習や活動へ

た子どもの養

 

取

地域・学校の

して，それぞれ

たちを健やかに

地域住民やＮＰ

どもも大人も共

による教育活動

う人材が育って

って左右される

う取組の方向

の支援など，家

等の連携・協働

向けた新たな仕

わる地域人材の

てを支える体制

などの多様な主

への子どもたち

養育環境の改善
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取 組 １

の協働による

れの役割を積極

に育む環境づ

ＰＯ・企業な

共に育ち合う地

動を通じて，子

ています。 

ることなく成長

向】 

家庭の教育力

働による子ど

仕組みづくり

の養成，子ど

制の整備 

主体と連携・協

ちの参画機会の

善と自立に向

４ 

る子どもの健

極的に担うこ

くりが進めら

どの多様な主

地域づくりが

子どもたちに

長できる環境

を支える環境

もの基本的な

と学校と地域

もの活動拠点

協働した教育

の創出 

けた支援 

健全な育成 

ことで，家庭や

られています。

主体がネットワ

が進められてい

にふるさとへの

境が整っていま

境づくりの推進

な生活習慣の確

域のコーディネ

点づくりなど，

育活動や地域活

や地域の教育力

 

ワークを構築

います。 

の愛着形成と主

ます。 

進 

確立に向けた取

ネート機能の充

支援者・団体

活動の促進 

力の向上が図

し，教育活動

主体的な態度

取組の推進

充実による協

体のネットワ

図

動

度

協

ワ



 

 

２ 将来
  

   

【目指す宮

○ 児童生徒

割合が増え

○ 児童生徒

業観を身に

○ 高校生の

○ 社会を生

将来を担い

     

     

 

     

【その実現

◇ 児童生徒

◇ 幼児教育

◇ 家庭学習

◇ 学校と家

◇ 児童生徒

◇ 主体的

◇ 幼児期の

◇ 学力・学

◇ 生徒の進

◇ 高校生一

◇ 産業界な

◇ 地域の進

◇ 県内の高

◇ 国際的に

◇ 英語力の

◇ 帰国・外

◇ 情報モラ

◇ 社会形成

◇ 自国や郷
 
 

※アクティブ・ラ

習，問題解決学

ブ・ラーニング

※情報モラル＝情

つけておくべき

※シチズンシップ

の中で円滑な人

来の宮城

宮城の姿】 

徒が自主的な

え，全国でも

徒が目的意識

につけていま

の大学等への現

生き抜くため

い，我が国や郷

現のために県

徒の発達段階

育の充実に向

習に関する啓発

家庭の連携に

徒の授業理解

・対話的で深

の教育と小学校

学習状況調査

進路選択能力

一人ひとりが

などとの連携

進学指導等の拠

高校と大学間

に活躍できる

の向上に向け

外国籍児童生徒

ラル教育を含

成・社会参加

郷土の歴史へ

ラーニング＝教員

学習，体験学習，

グの方法である。 

情報社会で適正な

き考え方や態度を

プ教育＝市民とし

人間関係を維持す

城を担う子

着

学習習慣を身

上位に位置す

識を持って日々

す。 

現役進学達成

の力を育むと

郷土の発展を

県として行う

階に応じた「志

けた「学ぶ土

発や家庭にお

よる確かな学

に向けた教員

深い学び（「アク

学校教育の円滑

などによる児

の育成に向け

が勤労観・職業

による児童生

拠点となる高

での高大連携

グローバル・

た教育や国際

徒等に対する

む情報教育の

に関する教育

への関心を高め

員による一方向的な

調査学習等が含ま

な活動を行うための

を指す。 

ての資質・能力を

するために必要な能

子どもの教

取

着実な学力向

身につけ，意欲

する確かな学力

々の学校生活や

成率や就職決定

とともに，郷土

を支える人材が

う取組の方向

志教育」の推進

土台づくり」の

おける学習環境

学力の定着に向

員の教科指導力

クティブ・ラ

滑な接続や，学

児童生徒の学力

けた指導体制の

業観を育み，希

生徒の発達段階

高校での取組の

携の推進とその

リーダー，社

際的視野を広め

る学習面や学校

の充実や教科指

育（シチズンシ

め，理解を深め

な講義形式の教育と

まれるが，教室内で

の基となる考え方や

を育成するための教

能力を身に付けさせ
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教育環境

取 組 １

向上と希望す

欲的に学習に取

力が定着して

や家庭生活を送

定率が全国平均

土を愛する心や

が輩出され，

向】 

進 

の推進 

境等の整備な

向けた実効性の

力向上や学習指

ラーニング」）の

学びの連続性

力定着状況の把

の充実と教員の

希望する進路が

階に応じたキ

の充実とその成

の成果の普及

社会の変化や産

める体験活動等

校生活面にお

指導における

シップ教育）や

める教育の推進

とは異なり，学修者

でのグループ・ディ

や態度のこと。情報

教育。他人を尊重す

せる。

境づくり

５ 

する進路の実

取り組んでい

います。 

送り，進学や

均を上回って

や社会に貢献

多方面で活躍

ど，児童生徒

のある取組の

指導体制の工

の視点による

を踏まえた小

把握・分析・

の進路指導に

が着実に実現

ャリア教育の

成果の普及

産業の動向等

等の充実 

けるきめ細か

ＩＣＴ活用な

や環境教育の

進 

者の能動的な学修

ィスカッション，

報社会を生きぬき

すること，個人の

実現 

いるとともに，

や就職のために

ています。 

献する力を育成

躍しています。

徒の学習習慣定

の推進 

工夫 

る授業改善の推

小・中・高等学

公開 

に関する能力・

現できる進路指

の充実 

等に対応した専

かな支援 

などによるＩＣ

の推進 

修への参加を取り入

ディベート，グル

き，健全に発展させ

の権利と責任，人種

 

授業が分かる

に必要な能力や

成することによ

 

定着に向けた取

推進 

学校の連携強化

・技能の向上 

指導の充実 

専門的職業人な

ＣＴ教育の推進

入れた教授・学習法

ループ・ワーク等も

せていく上で，全て

種・文化の多様性の

 

る児童生徒の

や勤労観・職

より，宮城の

取組の推進

化 

などの育成

進 

法の総称。発見学

も有効なアクティ

ての国民が身に

の価値など，社会

の

職

の



 

 

   

【目指す宮

○ 学校生活

心や思いや

礎ができて

○ 心の教育

の未然防止

○ 子どもが

の保持増進

     

     

 

     

【その実現

◇ 多様な社

◇ 家庭・地

◇ みやぎア

◇ 児童生徒

ワーカーな

◇ 学校・家

早期対応に

◇ 「分かる

進 

◇ 不登校等

の推進 

◇ 子どもの

◇ 小学校

た取組の推
 
 

※みやぎアドベン

ロジェクトア

と自己理解を進

※スクールカウン

臨床心理士など

※スクールソーシ

域に働きかけ，

 

 

 

宮城の姿】 

活や様々な活

やりの心が育

ており，社会

育に関する活

止，早期発見

が積極的に運

進が図られる

現のために県

社会体験や自

地域との連携

アドベンチャ

徒の様々な問題

などの学校等へ

家庭・市町村教

に向けた取組

る授業」の実践

等の教育的配慮

の成長段階に応

・中学校・高校

推進 

ンチャープログラ

ドベンチャー＝グ

進めて，個人の成

ンセラー＝児童生

どの資格を持った

シャルワーカー＝

福祉的なアプロ

動を通して，

っています。

の一員として

動とともに，

・早期解消が

運動・スポーツ

とともに，体

県として行う

然体験などの

による基本的

ープログラム

題行動の解消

への配置・派

教育委員会・

の推進 

践や互いに認

配慮を必要とす

応じて楽しく

校にわたる体

ラム＝課題解決型体

グループでの冒険活

成長と人間関係の改

生徒の生活上の問題

専門家。 

＝児童・生徒が学校

ーチによって解決

 

取

豊かな心

児童生徒の豊

また，基本的

ての自覚を持て

きめ細かな心

が図られ，問題

ツに親しみ，学

体力・運動能力

う取組の方向

の体験活動の充

的な生活習慣の

ムの活用等によ

消に向けた調査

派遣や専門家・

関係機関・地

認め合う学級づ

する児童生徒の

く運動ができる

体力・運動能力

体験学習法の１つで

活動を通じて，チー

改善をめざすプログ

題や悩みに対する相

校や日常生活で直面

決を支援する精神保
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取 組 １

心と健やかな

豊かな人間性が

的な生活習慣や

てるようにな

心のケアや教育

題行動が減少

学校や社会の

力も向上し，全

向】 

充実や学校教育

の重要性に関す

よる豊かな人間

査研究や教員研

・関係機関との

地域が一体と

づくりなど，全

の増加の懸念

る取組や，運動

力調査の継続

であるプロジェク

ームワーク，信頼

グラム）。 

相談・カウンセリ

面する苦しみや悩

保健福祉士や社会福

６ 

な体の育成

が育まれ，自

や規律意識の

っています。

育相談等を行

しています。

中で健康で活

全国平均を上

育活動全般を

する普及啓発

間関係の構築

研修，スクー

の連携による

なった，いじ

全ての児童生

に対する，児

動習慣の確立

的な実施など

トアドベンチャー

頼感，コミュニケー

ングや保護者・教

悩みについて，児童

福祉士などの資格

自他の命を大切

の定着など，将

 

行う環境整備が

 

活力ある生活を

上回っています

を通じた心の教

発 

築に向けた取組

ールカウンセラ

る教育相談体制

じめ・不登校等

生徒が「行きた

児童生徒への長

立に向けた取組

ど，子どもの体

ーの考え方や手法を

ーション能力，チャ

教職員への助言・援

童・生徒の社会環境

格を持った専門家。

切にし，互いに

将来自立してい

が進み，いじめ

を送っており，

す。 

教育に関する取

組の推進 

ラー・スクール

制の充実 

等の未然防止，

たくなる学校」

長期的・継続的

組の推進 

体力・運動能力

を取り入れた県独

ャレンジ精神など

援助を行う目的で学

境を構成する家族や

 

に尊重し合う

いくための基

め・不登校等

，心身の健康

取組の推進

ルソーシャル

，早期発見・

」づくりの推

的な心のケア

力向上に向け

自の教育方法（プ

を学び，他者理解

学校に配置される

や友人，学校，地

基

等

康

ル

推

ア

け

プ

解

る

地



 

 

   

【目指す宮

○ 児童生徒

展開されて

○ それぞれ

っています

○ 障害のあ

されており

○ 多様な個

されていま

○ 意欲と能

校づくりを

○ 安全で快

 

     

 

     

【その実現

◇ 少人数学

◇ 県立高校

化・個性化

◇ 学校の自

ィ・スクー

◇ 障害の有

 充実 

◇ 一人ひと

◇ 優秀な教

の充実 

◇ 学校の耐
 
 

※コミュニティ

支え，「地域と

 

児

宮城の姿】 

徒や保護者・地

ています。 

れの学校が保

す。 

ある児童生徒

り，子どもが意

個性を尊重し

ます。 

能力にあふれ

を積極的に進

快適な学習環境

現のために県

学級や少人数

校の再編整備

化などに応じ

自主性・主体性

ールの促進な

有無にかかわ

とりの特性に応

教員の確保と

耐震化など，

・スクール＝学校

とともにある学校づ

児童生徒や地

地域のニーズ

保護者や地域住

徒一人ひとりの

が意欲的に楽し

，互いに認め

れる教員が多様

めています。

環境が整備され

県として行う

数指導など，児

備や入学者選抜

た魅力ある学

性を生かした

どによる地域

らず地域の小

応じた適切な

，教員の資質

安全で快適な

校と保護者や地域が

づくり」を進める仕

 

取

地域のニーズ

ズ，社会情勢に

住民などの理解

の教育的ニー

しく学んでいま

め合う態度が育

様な教育課題に

 

れ，児童生徒が

う取組の方向

児童生徒の実情

抜制度改善な

学校づくりの推

た学校運営の支

域に開かれた魅

小・中学校で共

な配慮や支援な

質能力の総合的

な教育施設の整

がともに知恵を出し

仕組み。 
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取 組 １

ズに応じた特

に対応した多様

解や協力を得

ーズに応じた適

ます。 

育まれ，子ど

に的確に対応

が安心して学校

向】 

情に応じたきめ

などの推進によ

推進 

支援や学校評価

魅力ある学校づ

共に学ぶことの

など，多様な個

的な向上・学校

整備の推進 

し合い，学校運営に

７ 

特色ある教育

様な児童生徒

ながら，その

適切な指導や必

もたち一人ひ

して質の高い

校生活を送っ

め細かな教育

よる，時代のニ

価の充実，地

づくりの推進

のできる学習

個性が生かさ

校活性化を図

に意見を反映させ

育環境づく

徒の学習意欲に

の地域の特色に

必要な支援を

ひとりの力を最

い教育を提供し

っています。 

育活動の充実 

ニーズや教育

地域の人材の積

進 

習システムづく

される教育の推

図るための適切

せることで，協働し

り 

に応える学校教

に応じた教育を

を行う特別支援

最大限に伸ばす

しており，魅力

育環境の変化，

積極的な活用や

くりなどの特別

推進 

切な人事評価や

しながら子どもたち

教育が着実に

を主体的に行

援教育が展開

す教育が展開

力あふれる学

生徒の多様

やコミュニテ

別支援教育の

や教員研修等

ちの豊かな成長を

に

行

開

開

学

様

テ

の 

等 



 

 

３ 生涯
  

 

【目指す宮

○ 働く意欲

対応できる

います。 

○ 女性や高

○ 県内での

○ 若年者が

及びフリー

○ 企業等に

 

 

 

     

【その実現

◇ 経済情勢

供 

◇ 企業や関

◇ 復興需要

◇ 外国人県

◇ 誰もが働

◇ 若年者に

◇ 学生・求

◇ 若い世代

◇ 生活困窮

◇ 障害者雇
 
 
※ニート＝学校に

※フリーター＝学

の職を探してい

※外国人県民等＝

※障害者雇用率制

害者，知的障害

  

 

 

涯現役で

宮城の姿】 

欲のある人が

る就業しやす

高齢者の就業

の就業を希望

が自己の進路

ーター率が全

において，障

現のために県

勢により変化

関係機関・団体

要後の雇用情

県民等の雇用機

働きやすい労働

に対する相談体

求職者が県内

代の正規雇用

窮者等に対し

雇用率の改善

にも行かず，仕事

学生及び既婚女性

いる人。 

＝中長期在留者や

制度＝障害者の雇

害者及び精神障害

で安心して

が，個々のキャ

い環境整備が

の場が広がり

する若者等が

路や就職を主体

国平均を下回

障害者の安定的

県として行う

する就業形態

体と連携した

情勢の変化など

機会の確保に

働環境の整備

談体制の充実や

の企業と接す

の拡充など，

，就労準備支

に向けた意識

事もせず，職業訓練

性を除く１５歳～３

や特別永住者など宮

雇用の促進を図るた

害者の割合を定めた

 

て暮らせ

取

多様な就業

ャリアに応じて

が進んでいます

り，地域産業の

が県外に転出す

体的に選択し，

回っています。

的な雇用が促進

う取組の方向

態に応じた，産

た非自発的離職

どを見据えた地

に必要な指導

備や女性・中高

や職業選択機会

する機会の設定

若年者の経済

支援や就労支援

識の啓発や障害

練にも参加していな

３４歳の若者のうち

宮城県内に在住する

ための法律に基づく

たもの。 
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る社会の

取 組 １

業機会や就業

て持続的に働

す。また，男女

の有力な担い手

することなく

自立した個人

 

進され，働く意

向】 

産学官の各種機

職者の再挑戦

地域の安定的

・助言の充実

高年齢者のスキ

会の提供など

定などによる就

済的安定に向

援を行うこと

害者の特性に応

ない人。 

ち，パートやアル

る外国籍の人々と外

く制度で，一定数

の構築 

８ 

業環境の創出

くことのでき

女が共にいき

手として様々

，希望どおり

人として社会

意欲のある障

機関や関係団

に向けた就労

な雇用機会の

キルアップ，

，総合的な就

就業の促進 

けた支援 

による経済的

応じたマッチ

ルバイトをしている

外国にルーツがあ

数以上規模の企業等

出 

きる就業の場の

きいきと活躍で

々な場で活躍し

り県内での就業

会に参加できる

障害者の就業の

団体による多様

労支援 

の創出 

再就職の支援

就業環境の整備

的自立の促進 

チング支援の推

る人，及び現在仕事

ある日本国籍を持つ

等に対して，その雇

の確保と多様な

できる環境の整

しています。 

業を実現してい

る環境が整備

の場が増加して

様な就業能力開

援などの推進 

備 

推進 

事をしておらずパー

つ人々。 

雇用している労働者

な働き方にも

整備が進んで

います。 

され，ニート

ています。

開発機会の提

 

ートやアルバイト

者に占める身体障

も

で

ト

提

ト

障



 

 

 

【目指す宮

○ 自治体病

よる医師の

○ 医療資源

○ 救急患者

が着実に進

○ 保健・医

住み慣れた

○ がん診療

られていま

     

 

 

     

【その実現

◇ 全国から

域による偏

◇ 新設され

◇ 地元大学

◇ 県内医療

◇ 二次医療

した各地域

◇ ＩＣＴを

の連携強化

◇ 救急科専

による二次

◇ 初期・二

◇ 急性期か

ョン支援セ

◇ より高度

化や在宅緩

 
※リハビリテーシ

とどまらず，精

※二次医療圏＝医

は４圏域設定さ

※在宅緩和ケア＝

を組み提供する

 

 

 

 

宮城の姿】 

病院など地域

の偏在が是正

源の十分な活

者への迅速な

進んでいます

医療・福祉分野

た地域で自立

療連携拠点病

ます。 

現のために県

ら県内の自治体

偏在の解消に

れた医学部か

学医学部等と連

療機関等に従事

療圏ごとにそ

域の病院，診療

を活用した医療

化や情報共有

専門医や救急救

次医療圏内で

二次・三次の

から回復期，維

センターの充

度で専門的な

緩和ケアの体

ションサービス＝

精神的，職業的な

医療法第３０条の

されている。 

＝在宅で，生命を

る介護・看護。 

の中核的な病

されるととも

用により，よ

対応や，東日

。 

野の連携によ

した生活を送

院を中心に，

県として行う

体病院等への

向けた着実な

ら輩出される

連携した地域

事する看護職

の拠点となる

診療所の連携・

療福祉情報ネ

等の推進  

急救命士などの

の救急医療の

各救急医療体

維持期まで一

実 

ながん医療提供

制整備など，

＝心身に障害を受け

な復帰訓練等も含ま

の３第２項第１号に

を脅かす病気等に直

 

取

安心でき

病院を中心に必

もに，人材の育

より身近な地域

日本大震災の経

より必要なリハ

送っています。

より高度なが

う取組の方向

の勤務を希望す

な医師確保対策

る医師の効果的

域医療，災害医

職や認定看護師

る病院整備に対

機能分担の促

ネットワークシ

の救急医療を担

の完結を目指し

体制の充実とド

一貫性のある総

供に向けた県

総合的ながん

けた者などが再び家

まれる。 

に規定する区域で，

直面する患者及び家
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取 組 １

きる地域医療

必要な医師の確

育成による地域

域で患者本位の

経験を踏まえた

ハビリテーシ

 

がん医療が提供

向】 

する医師を募集

策の推進 

的な配置に向

医療の担い手の

師の確保とその

対する支援と

促進 

システムによ

担う人材の育成

した救急医療体

ドクターヘリの

総合的なリハ

県立がんセンタ

ん対策の推進

家庭生活や社会生

通常の入院に係

家族に対し，生活

９ 

療の充実 

確保がなされ

域医療への貢

の良質かつ適

た大規模災害

ョンサービス

供されるとと

集・配置する

けた修学資金

の育成 

の資質向上に

，地域医療支

る病院，診療

成・確保と，

体制の整備促

の導入推進及

ビリテーショ

ターをはじめ

生活に復帰するため

係る医療を提供する

活の質を高めるため

れ，慢性的な医

貢献が進んでい

適切な医療サー

害発生時の体系

スなどが提供さ

ともに，がん患

るなど，地域医

金制度の適切な

に向けた支援  

支援病院や地域

療所，福祉施設

救急医療情報

促進 

及び円滑な運用

ン提供体制の

としたがん診

めの総合的な治療訓

る体制の整備を図る

め，保健・医療・福

医師不足，地域

います。 

ービスが提供

系的な救急医療

され，高齢者や

患者の生活の質

医療体制の整備

な運営 

 

域の中核的な病

設，在宅サー

報システムの有

用 

の構築と県リハ

診療連携拠点病

訓練。身体的な機能

るべき地域的単位

福祉分野の様々な専

域や診療科に

されています

療体制の整備

や障害者等が

質の向上が図

備・充実や地

病院を中心と

ビス事業者等

有効活用など

ハビリテーシ

病院の機能強

能回復訓練のみに

として，宮城県で

専門職が，チーム

に

す。 

備

が

図

地

と

等

ど

シ

強

に

で

ム



 

 

 

【目指す宮

○ 生活習慣

等が減少し

○ 生活習慣

○ 「食育」

県民が増え

○ 新型イン

○ 乳幼児期

 

     

 

     

【その実現

◇ 医療・福

◇ メタボリ

を置いた県

◇ 乳幼児に

◇ がんにつ

ん検診の普

◇ 地域や学

◇ 保健所や

感染症集団

◇ 心の健康

◇ ＰＴＳＤ

の充実 

 
※健康寿命＝高齢

※メタボリックシ

※フッ化物＝フッ

る歯の再石灰化

定期的に受ける

※ＰＴＳＤ（心的

立感などの精神

 

 

 

宮城の姿】 

慣の見直しや健

しています。 

慣の改善と検

」への積極的

えています。 

ンフルエンザ

期から高齢期

現のために県

福祉提供体制

リックシンド

県民の健康づ

に対するフッ

ついての普及

普及促進  

学校，家庭，職

や衛生研究所

団発生時に備

康づくりを促進

Ｄ（心的外傷後

齢者が認知症や寝

シンドローム＝内

ッ素化合物。歯の

化を助けるむし歯

ることにより，む

的外傷後ストレス

神症状や，頭痛，

生

健康づくりに

検診の受診を率

な取組により

ザなどの新たな

まで，それぞ

県として行う

の確保と，健

ローム該当者

づくりの推進  

化物の活用の

及啓発活動及び

職場等との連

，医療機関な

えた隣県等を

促進する相談・

後ストレス障

寝たきりにならない

臓脂肪症候群。 

の表面に塗ることに

歯予防法のひとつ。

むし歯の発生を効果

ス障害）＝災害や戦

吐き気等の身体症

 

取

生涯を豊かに

に取り組む県民

率先して行う県

り食に対する理

な感染症の流行

ぞれのライフス

う取組の方向

健康寿命を積極

者及び予備群の

の推進やそれぞ

び働く世代を

連携・協力によ

などの関係機関

を含めた広域的

指導体制の整

障害）等の心の

い状態で，介護を必

により，歯のエナメ

歯科診療所や市町

果的に予防するもの

戦争，犯罪，事故な

症状が現れること。
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取 組 ２

に暮らすため

民が増え，メ

県民が増え，が

理解や関心が高

行に備えた感染

ステージに応

向】 

極的に延伸す

の減少等を目指

ぞれの年代や地

をはじめとした

よる宮城の特性

関が連携した防

的な連携体制の

整備と，社会

の問題に対応す

必要としないで生活

メル質の結晶性を

町村保健センター

の。 

などにより心に負

 

０ 

めの健康づく

タボリックシ

がんによる死

高まり，バラ

染症危機管理

じた心の健康

るための保健

指した食生活

地域の実情に

たがん検診受診

性を生かした

防疫体制や医

の整備促進

問題となって

するため，心

活できる期間。Ｗ

高め，歯が酸によ

ーなどで実施されて

負った傷が原因で，

くり 

シンドローム該

死亡率が減少し

ランスの取れた

理体制が構築さ

康づくりが進展

健・予防対策の

活，運動，禁煙

に応じた歯科保

診率向上の取

た総合的な食育

医療提供体制，

ている自死対策

心のケアセンタ

ＷＨＯが２０００年

よって溶け出すこと

ており，歯が生えは

その事件の数週間

該当者や生活習

しています。 

た健全な食生活

されています。

展しています。

の充実  

煙対策等の予防

保健体制の整備

取組や効果的で

育の推進 

情報提供体制

策等の推進 

ターによる心の

年に，この概念を提

とを抑え，むし歯

はじめる１歳ころか

間後から数ヶ月後

習慣病有病者

活を実践する

。 

。 

防対策に重点

備促進 

で質の高いが

制の構築及び

のケアの取組

提唱した。 

になりかかってい

から年２～４回，

に不安，孤独，孤

者

る

点

が

び

組

い

孤



 

 

 

【目指す宮

○ 高齢者の

役割を担い

○ 介護が必

ています。

○ 高齢者な

ます。 

 

     

 

     

【その実現

◇ 高齢者の

◇ 高齢者が

なく一体的

◇ 介護サー

保 

◇ 高齢者の

◇ 介護予防

◇ 高齢者な

◇ 認知症へ

知症高齢者

 
※地域包括ケア体

まい・生活支援

※介護予防サービ

て利用するサー

※ケアマネジメン

携し連続的な支

  

 

 

 

宮城の姿】 

の知識・能力

いながら，元

必要になって

。 

などの人権が

現のために県

の知識や経験

が住み慣れた

的に提供され

ービス利用者

の見守りや生

防サービスの提

などの権利を擁

への正しい理解

者やその介護

体制＝重度な要介

援が一体的に提供

ビス＝介護保険の

ービス。訪問介護

ント＝様々なニー

支援をするため，

高齢者

・経験が生か

気にいきいき

も，地域の支

が尊重されると

県として行う

験を生かした地

地域で安心し

れる地域包括ケ

の立場に立ち

活支援などの

提供や，自立

擁護するため

理解の促進や，

護家族を支える

介護状態となっても

供される体制。 

の認定により支援が

護，訪問入浴介護，

ーズを抱えサービス

ニーズとサービス

 

取

者が元気に安

かされる地域社

きと活動してい

支えとともに必

とともに，権利

う取組の方向

地域活動への参

して生活を送る

ケア体制の構築

ち，専門的知識

の被災地支援の

立した生活を送

めの体制づくり

かかりつけ医

る総合的な支援

も住み慣れた地域で

が必要とされた高齢

訪問看護，訪問リ

スを必要とする人の

スの調整を図る作業
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取 組 ２

安心して暮ら

社会の構築が進

います。 

必要なサービス

利が擁護され，

向】 

参加促進と，地

るための医療

築に向けた取組

識に基づいてサ

のノウハウを生

送るための介護

りと虐待発生

医等による認知

援の実施 

で自分らしい暮ら

齢者等が，状態の

リハビリテーション

の相談に応じ，サ

業のこと。 

１ 

らせる環境づ

進み，様々な

スを受けなが

，高齢者等が

地域で活動す

，介護，予防

組の推進  

サービスを提

生かした地域

護予防ケアマ

防止に向けた

知症の早期発

しを人生の最後ま

悪化をできる限り

ンなど。 

サービスを適切に選

づくり 

な分野で社会生

がら，住み慣れ

がそれぞれの地

する核となる人

防，住まい，生

提供できる質の

域支え合い体制

マネジメント体

た県民意識の啓

発見・早期対応

まで続けることがで

り防ぎ，生活機能の

選択できるようにし

生活の重要な一

れた地域で安心

地域で安心して

人材の養成・確

生活支援サー

の高い介護人材

制づくりの推進

体制の構築支援

啓発 

応体制の構築支

できるよう，医療

の維持・向上を図

し，保健・医療・福

一員としての

心して生活し

て生活してい

確保 

ビスが切れ目

材の養成・確

進 

援 

支援など，認

・介護・予防・住

ることを目的とし

福祉の各機関が連

の

し

い

目

確

認

住

し

連



 

 

 

【目指す宮

○ 障害の有

くりが進め

○ 民間企業

○ 重い障害

による様々

ます。 

 

 

 

 

【その実現

◇ 障害を理

◇ 障害者の

◇ グループ

◇ バリアフ

◇ 働く意欲

◇ 障害者就

◇ 利用者ニ

◇ 医療を要

◇ 専門的知
 
 
※ユニバーサルデ

え方。 

※グループホーム

  

 

 

 

 

宮城の姿】 

有無等にかかわ

められていま

業等において

害等があって

々な支援を通

現のために県

理由とする差

の地域生活を

プホームなど

フリー・ユニバ

欲のある障害者

就労施設等か

ニーズに応じ

要する状態に

知識に基づく

デザイン＝あらか

ム＝地域において

障害があ

わらず，互い

す。 

，障害者の安

も，本人の自

じ，障害等に

県として行う

別の解消に向

支える相談支

どの身近な地域

バーサルデザ

者等の就職活

らの物品及び

た福祉サービ

ある難病患者

質の高い福祉

かじめ，障害の有無

，少人数の利用者

 

取

あっても安心

いに人格と個性

安定的な雇用が

自己決定が尊重

による不便さが

う取組の方向

向けた取組の支

支援体制の整備

域での住まいの

ザインに配慮し

活動を支える能

び役務の調達を

ビスの提供や地

者や障害者等及

祉サービスを提

無，年齢，性別，人

者が必要な支援を受
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取 組 ２

心して生活で

性を尊重し合

が促進され，働

重されるとと

が社会全体で補

向】 

支援，普及啓発

備の促進 

の場や，日中活

した施設整備等

能力開発の場の

を推進するこ

地域での支え合

及びその家族が

提供できる介護

人種等にもかかわ

受けながら共同で生

２ 

できる地域社

い，日常生活

働く意欲のある

もに，保健・

補われ，自分

発の推進 

活動の場など

等の推進 

の確保や相談

とによる受注

合いへの支援

が安心して生

護人材の育成

らず多様な人々が

生活する住居。

社会の実現 

活や社会生活を

る障害者の就

医療・福祉そ

分が住みたい地

ど生活基盤の整

談・指導体制の

注機会の確保 

援 

生活を送ること

成 

が利用しやすいよう

を営むことがで

就業の場が増加

それぞれの関係

地域で自立して

整備の促進 

の充実 

とができる環境

う都市や生活環境を

できるまちづ

加しています。

係機関の連携

て生活してい

境の整備 

をデザインする考

づ

。 

携

い



 

 

 

【目指す宮

○ 年齢，性

習活動やそ

○ 県民の運

ツでは，全

○ 郷土の伝

造・発表

づくりや社

         

 

 

     

【その実現

◇ 社会環境

た取組の推

◇ 教育機関

民の自主的

◇ 複雑化す

生涯学習活

◇ 総合型地

◇ ２０２０

◇ 競技スポ

向上に向け

◇ 県民が文

展示会など

◇ 伝統文化

◇ 県民の文

◇ 文化芸術

活力のある

◇ 宮城県図
 
 

※総合型地域スポ

スポーツクラブ

  

  

 

 

宮城の姿】 

性別，環境を

その成果が新

運動実施率が

全国や世界で

伝統文化や地

・享受できる環

社会参画への

現のために県

境に対応した

推進 

関や民間企業

的な学習活動

する地域課題

活動を支援す

地域スポーツ

０年東京オリ

ポーツにおけ

けた選手育成

文化芸術に触れ

ど参加する機会

化や地域文化

文化芸術活動

術の力に関す

る地域づくり

図書館・美術館

ポーツクラブ＝年

ブ。 

生涯学習

問わず，誰も

たな学習や活

が向上し，地域

活躍する選手

地域文化が地域

環境づくりが

貢献に役立て

県として行う

多様な学習機

，文化芸術等

の支援 

題に取り組む講

る指導者など

クラブの創設

ンピック・パ

る生徒から学

成強化や支援体

触れる機会の充

機会の充実によ

の継承・振興

やスポーツイ

る理解促進を

などを行う活

館・東北歴史

年齢・性別を問わず

 

取

習社会の確立

もがいつでも生

活動につながる

域の誰もが年齢

手を輩出してい

域固有の貴重

が進み，多様な

てられています

う取組の方向

機会が充実し，

等多様な分野に

講座など，社会

どの育成 

設・育成支援な

パラリンピック

学生，社会人ま

体制の整備 

充実や，創造性

よる文化芸術活

興に向けた取組

イベントを生か

を図り，地域固

活動団体への支

史博物館等の拠

ず，生涯を通して継
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取 組 ２

立とスポーツ

生涯を通じて学

る学びと実践の

齢・関心・技術

います。 

重な財産として

な分野への波及

す。 

向】 

その成果が評

における関係

会環境に対応

など，生涯スポ

ク競技大会開催

までの一貫した

性を育む多彩

活動の振興 

組の支援と文化

かした地域づ

固有の文化の価

支援 

拠点の充実と

継続的にスポーツ

３ 

ツ・文化芸術

学ぶことがで

の循環が形成

術に応じてス

て継承される

及効果が期待

評価・活用さ

団体とのネッ

した学習機会

ポーツ社会の

催に向けての

た指導体制の

なワークショ

化財の保存・

くりや交流の

価値を生かし

関係機関との

に親しめる環境づ

術の振興 

できる環境づく

成されています

スポーツに親し

とともに，あ

待される文化芸

される生涯学習

ットワーク化に

会の充実に向け

の実現に向けた

の準備及び機運

の確立や指導者

ップ型事業，

活用の推進 

の推進 

した地域づくり

のネットワーク

づくりを目指す，地

くりが進んでお

す。 

しんでいます。

あらゆる人が文

芸術の力が，特

習社会の環境づ

による学習機会

けた取組や，地

た環境づくりの

運の醸成  

者育成対策の拡

身近な文化施

りや文化芸術活

ク構築 

地域に根ざした自主

おり，生涯学

。競技スポー

文化芸術を創

特色ある地域

づくりに向け

会の提供と県

地域の多様な

の推進 

拡充，競技力

施設における

活動を通じて

主運営型の複合型

学

ー

創

域

け

県

な

力 

る 

て 

型



 

 

４ コン

 

【目指す宮

○ 県内各地

暮らしやす

○ 消費者ニ

います。 

○ 宮城県の

環境が整っ

○ 各圏域内

い基礎的な

 

     

 

     

【その実現

◇ 都市計画

促進 

◇ 都市計画

◇ 持続可能

◇ 公共交通

◇ バリアフ

◇ まちづく

◇ 豊かな自

体の地域活

◇ 地域にお

◇ 移住希望

した首都圏

◇ 全ての県

◇ 各圏域の

社会経済を

◇ 県民生活

◇ 交通弱者

の維持のた

◇ 地理的情

◇ 災害公営
 
 

※都市計画区域マ

るもの。 

※小さな拠点＝持

ーク等で結ぶ拠

 

ンパクト

宮城の姿】 

地において，東

すいコンパク

ニーズにこた

の住みやすさ

っています。 

内の拠点化，

なサービスが持

現のために県

画区域の整備

画における適切

能なまちづく

通軸周辺の市街

フリー・ユニバ

くりと連携し

自然環境や独

活動や交流機会

おける活力創

望者に対する相

圏等からの移住

県民が安心し

の中核的な都

を維持するた

活に欠かせな

者の通院や通

ための市町村

情報格差の解

営住宅や空き

マスタープラン＝

持続可能な地域づ

拠点を形成するも

で機能的

コンパク

東日本大震災

トで機能的な

える魅力ある

に魅力を感じ

集約化，機能

が持続的に確保

県として行う

，開発及び保

切な土地利用

りに向けて，

街地整備や既

バーサルデザ

た，地域の実

独自の伝統文化

機会の創出など

出のための様

相談窓口の設

移住定住の促進

ていきいきと

都市が，近隣の

めの拠点化の

い機能を集約

通学，買い物な

等への支援 

消に向けた情

家等を活用し

＝区域区分をはじめ

づくりを推進するた

の。 

 

的なまちづ

取

トで機能的

災からの復興ま

なまちづくりに

る商店街づくり

じて移住・定住

能分担等により

保され，地域生

う取組の方向

保全の方針（都

用や公共公益施

被災市町の復

既存市街地の再

ザイン社会実現

実情に応じた商

化等を活用した

どの支援 

様々な活動やそ

設置・仕事や子

進 

と暮らせる地域

の市町村と連携

の支援や仙台都

約化した小さな

など地域住民の

情報通信基盤整

した高齢者が生

め，都市計画の目標

ため，中山間地域等
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づくりと
 

取 組 ２

的なまちづく

まちづくりのほ

に向けた動きが

りや，地域資源

住する人が増

り，医療，教育

生活の充実と

向】 

都市計画区域マ

施設の適切な配

復興まちづく

再開発の促進

現のための施設

商店街の活性化

た，市町村や

その中核とな

子育て等関連情

域社会づくり

携し，コンパ

都市圏などの都

な拠点の形成

の日常生活に不

整備の促進 

生きがいをも

標，土地利用，都

等において，生活

と地域生活

４ 

くりと地域生

ほか，市街地へ

が進められて

源を生かした

えるとともに

育，交通，情

コミュニティ

マスタープラ

配置の促進

りへの支援

設整備及び普

化支援 

ＮＰＯなど様

る人材育成等

情報のワンス

を図るための

クト化・ネッ

都市機能を活

に向けた支援

不可欠な生活

って暮らせる

都市施設の整備，市

活・福祉サービス等

活の充実

生活の充実 

への公共公益施

ています。 

た独自性のある

に，宮城県で育

情報通信基盤な

の維持が図ら

ラン）などに基

普及啓発の促進

様々な主体との

等の支援 

ストップ化など

の地域福祉の担

ットワーク化す

活用した連携型

援と地域コミュ

活交通バス路線

る交流拠点への

市街地開発事業に関

等を一定のエリア内

実 

益施設等の集積

るまちづくりが

育った人が県内

などの県民生活

られています。

基づく良好な市

進 

の協調・連携に

ど市町村や関係

担い手の育成 

することによ

型の地域構造の

ュニティの再構

線をはじめと

の支援 

関する主要な都市計

内に集め，周辺集落

積が進むなど，

が進められて

内に定着する

活に欠かせな

。 

市街地形成の

による住民主

係団体と協働

り，活力ある

の形成 

構築 

した公共交通

計画の方針を定め

落と交通ネットワ

て

る

な

の 

主

働

る

通

め

ワ



 

 

５ だれ
  

 

【目指す宮

○ 県民の間

地域社会が

○ 地域の連

て暮らせる

○ 犯罪が減

守られてい

○ 生涯にわ

消費者被害

○ 治安に対

     

     

 

     

【その実現

◇ 「犯罪の

◇ 住民によ

◇ 学校，通

◇ ストーカ

性，高齢者

◇ 交通死亡

い社会環境

◇ 消費者の

◇ 犯罪の防

果的な防犯

◇ 特殊詐欺

対策の推進
 
 
※犯罪のない安全

がら取り組んで

ちは自分たちで

※特殊詐欺＝電話

なりすまし（オ

 

 

 

れもが安

宮城の姿】 

間で，「自らの

が実現してい

連帯感や相互扶

る地域社会が

減少するとと

いると感じる

わたってライ

害が減少して

対する県民の

現のために県

のない安全・

よる自主的な

通学路等の安

カー，ＤＶ，

者，障害者，外

亡事故抑止に

境づくりの推進

の自立と消費者

防止や事件の

犯カメラの活

欺やインター

進 

全・安心まちづく

でいくもので，特

で守る」という安

話その他の方法で

オレオレ）詐欺，

安全に，尊

の安全は自らが

ます。 

扶助の意識が

が実現していま

もに，飲酒運

県民の割合が

イフステージに

います。 

不安感が解消

県として行う

安心まちづく

防犯活動の活

全対策促進な

いじめ，虐待

外国人等の防

に資する効果的

進 

者被害の未然

の解決に効果的

用の促進 

ーネットを利用

り＝行政，県民，

特に，犯罪の被害に

安全・安心まちづく

で，対面することな

架空請求詐欺など

 

尊重し合

取

安全で

が守る，地域

が向上し，社会

ます。 

運転などの悪質

が向上していま

に応じた消費

消し，地域で安

う取組の方向

くり」に向けた

活発化に向けた

など子どもを犯

待等への関係機

防犯上の観点か

的かつ実効性

然防止に向けた

的な防犯カメ

用した犯罪か

事業者など私たち

にあわないようにす

くりの意識が育まれ

く被害者を騙し，指

どがある。 

42 

いながら

取 組 ２

で安心なまち

域の安全は地域

会的弱者や子

質な交通違反や

ます。 

費者教育と必要

安心して暮らせ

向】 

た行政，地域

た啓発活動の実

犯罪から守るた

機関が連携した

から特に配慮

性のある交通安

た，ライフス

ラの有用性と

から県民を守る

ちの社会を構成す

するという意識を

れる。 

指定した預貯金口

ら暮らせる

５ 

ちづくり 

域が守る」と

ども，女性，

や交通事故も

要な情報提供が

せる社会が実

，事業者等と

実施 

ための環境整

た対応及び被

を要する方々

安全対策の推進

テージに応じ

とプライバシー

るための広報啓

る多様な主体が参

県民自らが持ち，

口座へ現金を振り込

る環境づ

いう意識が向

高齢者，障害

も減少し，暮ら

が十分に受け

実現しています

との連携による

整備と安全教育

被害者支援の推

々に対する安全

進や官民協働

じた消費者教育

ーの保護との

啓発活動やテ

参画し，連携，協働

課題解決に主体的

込ませる等の方法に

づくり 

向上し，犯罪の

害者，外国人な

らしの安全，地

けられる体制が

す。 

る県民運動の展

育の充実 

推進などによる

全対策の充実 

働による飲酒運

育の充実 

の調和を図った

テロ等重大事件

働して，それぞれの

的に取り組むことで

により現金を騙し取

の起きにくい

などが安心し

地域の治安が

が構築され，

展開 

る子どもや女

運転を許さな

た適切かつ効

件の未然防止

の役割を果たしな

で「自分たちのま

取る詐欺のこと。

い

し

が

 

女 

な

効

止

な

ま



 

 

 

【目指す宮

○ 日本人と

る「多文化

○ 外国人県

い基礎的な

○ 外国人県

○ 芸術や教

に行われて

○ 高度な海

 

     

 

     

【その実現

◇ 多文化共

◇ 情報の多

◇ 保健・医

の促進 

◇ 地域社会

◇ 友好地域

協力活動を

◇ 県内でＪ

人的ネッ

◇ 県内大学

究機関への

◇ 事業者へ
 
 
※多文化共生社会

会。 

※外国人県民等＝

※ＪＥＴプログラ

 

 

 

 

宮城の姿】 

と外国人が互

化共生社会」

県民等にとっ

なサービスの提

県民等が地域

教育，文化，経

ています。 

海外の人材を

現のために県

共生の機運醸

多言語化や日本

医療・福祉，

会に対する意識

域をはじめと

を行うことが

ＪＥＴプログ

トワークの構

学等への留学

の就業促進 

への外国人県

会＝国籍，民族等

＝中長期在留者や

ラム＝The Japan 

いの文化や習

の形成が進ん

て必要なコミ

提供体制が整

との交流や地

経済などの分

はじめ，多く

県として行う

醸成，市町村や

本語学習の支

防災，就労，

識啓発や外国

した海外との

ができる環境づ

グラムや海外技

築 

学生をはじめと

民等の雇用に

等の異なる人々が，

や特別永住者など宮

Exchange and Tea

 

取

外国人も活

習慣の違いを認

んでいます。

ミュニケーショ

整備されていま

地域づくりに積

分野において様

くの外国人県民

う取組の方向

や関係団体，県

支援など外国人

教育，居住な

国人県民等の社

の交流を深める

づくりの促進・

技術研修などを

とする高度な

に関する情報提

互いに，文化的背

宮城県内に在住する

aching Programme
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取 組 ２

活躍できる地

認め合いなが

ョン支援や保健

ます。 

積極的に参加

様々な国際交流

民等が県内の企

向】 

県民の適切な役

人県民等に対す

など外国人県民

社会参画など

るとともに，県

・支援  

を経験し，母国

な専門知識や技

提供や雇用促進

背景等の違いを認め

る外国籍の人々と外

eの略語。語学指導

６ 

地域づくり

ら，共に安心

健・医療・福

しています。

流活動が県民

企業・研究機

役割分担と協

するコミュニ

民等に対する

多文化共生の

県民・民間団

国等へ戻った

技術力を持つ外

進に向けた啓

め，及び人権を尊

外国にルーツがあ

導等を行う外国青年

心して生活して

福祉，教育，労

 

民や教育機関，

機関等で活躍し

協働の推進 

ニケーション支

る相談への対応

の地域づくりに

団体が主体とな

た外国人を活用

外国人の卒業

啓発の実施 

尊重し，地域社会の

ある日本国籍を持つ

年招致事業。 

ていける地域社

労働などの生活

民間団体によ

しています。 

支援の促進 

応による基本的

に対する支援 

なった国際交流

用した国際化推

業後における県

の対等な構成員とし

つ人々。 

社会，いわゆ

活に欠かせな

よって主体的

的な生活支援

流活動や国際

推進のための

県内企業や研

して共に生きる社

ゆ

な

的

援

際

の

研
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第３節 人と自然が調和した美しく安全な県土づくり 
 

 
 

 

 

 

 

  

豊かな自然環境，
生活環境の保全

住民参画型の社会
資本整備や良好な
景観の形成

巨大地震など大規
模災害による被害
を最小限にする県
土づくり

１

２

３

４

経済・社会の持続
的発展と環境保全
の両立

取組２７
環境に配慮した社会経済システムの構築と地
球環境保全への貢献

取組２８
廃棄物等の３Ｒ（発生抑制・再使用・再生利
用）と適正処理の推進

取組２９ 豊かな自然環境，生活環境の保全

取組３０
住民参画型の社会資本整備や良好な景観の形
成

取組３１
巨大地震に備えた施設整備や情報ネットワー
クの充実

取組３２
洪水や土砂災害などの大規模自然災害対策の
推進

取組３３ 地域ぐるみの防災体制の充実



 

 

１ 経済
  

 

【目指す宮

○ 様々な場

○ 日常生活

利用のため

○ 事業者が

ス，農林水

○ 様々な主

産業が成長

○ 災害対応

東北におけ

 

 

 

     

【その実現

◇ 環境に関

◇ グリーン

◇ 地域特性

から興す地

◇ 市町村が

◇ 県事務事

境配慮型率

◇ 森林整備

づくりの推

◇ クリーン

ジェクトの

◇ 商用水素

たプロジェ

 
※再生可能エネル

称したもの。 

※グリーン購入＝

の低減に努める

※エコタウン＝省

されたエネルギ

※グリーン入札＝

 

 

済・社会

環境

宮城の姿】 

場面において

活や事業活動

めの取組が進

が自らの社会

水産物を消費者

主体が様々な

長し，環境負荷

応能力の強化

ける水素社会

現のために県

関する情報の効

ン購入やエコ

性を生かした

地球温暖化対

が取り組む環境

事業における

率先行動の実施

備の推進や木材

推進  

ンエネルギー

の実施  

素ステーショ

ェクトの実施 

ルギー＝太陽光，

＝購入の必要性を

る事業者から優先

省エネルギー設備

ギーを次世代送電

＝環境負荷の低減

会の持続的

に配慮した

多くの県民が

において，エ

んでいます。

的責任を強く

者側が積極的

場面で連携し

荷の少ない社

化をはじめ，環

先駆けの地と

県として行う

効果的な発信

ドライブなど

多様な再生可

策の推進  

環境に配慮した

グリーン購入

施 

材の利用拡大

等環境関連産

ン整備への支

太陽熱，風力，水

を十分に考慮した上

先して購入すること

備や太陽光，バイオ

電網（スマートグリ

減に積極的に取り組

 

的発展と環

取

社会経済シ

が環境を考え，

エネルギーの省

 

く意識して環境

的に選択してい

しながら環境保

社会の形成と経

環境負荷の低減

となっています

う取組の方向

信と，家庭，学

ど，全ての主体

可能エネルギー

たまちづくり

入，グリーン入

大，県民が実施

産業の誘致及び

支援のほか，燃

水力，河川・地下水

上で，品質や価格だ

と。 

オマスなどの再生可

リッド）などを使っ

組む事業者から優先
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環境保全

取 組 ２

システムの構

行動する機運

省力化や再生可

境を重視した経

います。 

保全活動を行

経済発展の両立

減や経済波及

す。  

向】 

学校，地域社会

体による環境配

ー等の導入促進

（エコタウン）

入札制度の導入

施する森林づ

び振興と，ク

燃料電池自動車

水，雪氷，地熱，

だけでなく環境の

可能エネルギーを

って地域内に供給す

先的に物品等の調達

全の両立

７ 

構築と地球環

運が醸成され

可能エネルギ

経営を行うと

うとともに，

立が図られて

及効果が期待で

会や職場など

配慮行動の日

進や，県民総

）の形成に対

入など，環境

くり活動に対

リーンエネル

車の導入促進

バイオマスなど，

事を考え，環境負

活用した分散型の

する環境にやさし

達を行う制度のこ

 

環境保全への

れています。 

ギー等の利用な

とともに，環境

環境を重視す

ています。 

できる水素エネ

どにおける環境

日常化の促進 

総ぐるみの省エ

対する支援 

境配慮型企業や

対する支援など

ルギー社会の実

進など，水素エ

自然由来で持続的

負荷ができるだけ小

のエネルギー設備を

いまちのこと。 

と。 

の貢献 

など，エネルギ

境に配慮した製

する企業や環境

ネルギーの利

境について学ぶ

エネルギー活動

や製品の優遇に

ど，社会全体で

実現に資する先

エネルギーの利

的利用が可能なエネ

小さい製品やサー

を積極的に導入し，

ギーの効率的

製品やサービ

境に関連する

利活用により，

ぶ機会の充実

動など，宮城

による県の環

で支える森林

先導的なプロ

利活用に向け

ネルギー資源を総

ビスを，環境負荷

，地域内で生み出

的

ビ

る

実 

城

環

林

ロ

け

総

荷

出



 

 

 

【目指す宮

○ 資源循環

出さない生

○ 環境・エ

す。 

○ 廃棄物等

優良な処理

○ 廃棄物の

な廃棄物処

     

     

 

     

【その実現

◇ 様々な場

◇ 東日本大

◇ 製品の製

◇ リサイク

◇ 廃棄物の

の根絶に向

◇ 廃棄物処

 
※３Ｒ＝Reduce

い社会をつくる

※ＬＣＡ＝Life 

ギーや，排出さ

  

  

 

 

廃棄物

宮城の姿】 

環の重要性や

生活様式，環境

エネルギーに配

等の再資源化

理業者による廃

の不適正処理

処理施設が確保

現のために県

場面における

大震災以降に

製造，流通か

クル施設の整備

の適正処理の

向けた監視指

処理に関する情

（ごみを減らす）

るための基本的な

Cycle Assessment

された環境負荷及

物等の３Ｒ

３Ｒ（発生抑

境に配慮した

配慮した製品

化が促進され，

廃棄物処理が

理が着実に減少

保されていま

県として行う

３Ｒ活動を推

排出量が多い

ら廃棄までの

整備など３Ｒを

の推進のための

導の強化 

情報公開の促

Reuse（ものを大切

な考え方。 

tの略語。その製品

及びそれらによる地

 

取

（発生抑制

抑制・再使用・

た購買行動が定

品設計や製品の

廃棄物の最終

が進んでいます

少するとともに

ます。 

う取組の方向

推進するための

いままとなって

の各段階やサー

を支える社会的

の排出事業者

促進などによる

切に使う）Recycl

品に関わる資源の採

地球や生態系への環
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取 組 ２

・再使用・再

・再生利用）の

定着しています

の環境負荷の総

終処分量が減

す。 

に，廃棄物処理

向】 

の県民・事業者

ている廃棄物の

ービスの提供

的基盤の充実

者等の意識醸成

る透明性の確保

e（ごみを分別し

採取から製造，使

環境影響を定量的，

８ 

再生利用）

の意識が県民

す。 

総合評価（Ｌ

減少するととも

理に対する住

者・市町村等

の発生抑制，

に伴う環境負

とリサイクル

成や県民の理解

保と必要施設

て資源に戻す）の

使用，廃棄，輸送な

客観的に評価す

と適正処理

民や事業者に浸

ＬＣＡ）に取り

もに，排出事業

住民理解が促進

等に対する啓発

再資源化等の

負荷低減の促進

ル関連新技術開

解協力の促進

設の維持確保の

の頭文字を取った用

などの全ての段階を

する手法のこと。 

理の推進 

浸透し，ごみを

り組む企業が増

業者責任の意

進され，県内に

発活動の充実 

の促進 

進 

開発の促進 

進と不法投棄等

の促進 

用語で，廃棄物を

を通して，投入され

をできるだけ

増加していま

意識が高まり，

において必要

等不適正処理

できるだけ出さな

れた資源・エネル

け

ま

要

理

な

ル



 

 

２ 豊か
 

 

【目指す宮

○ 県内の優

や生態系の

然環境保全

○ 県民やＮ

組や環境学

○ 水田や里

れあう場と

○ 山間部，

どの閉鎖性

     

     

 

     

【その実現

◇ 特別名勝

る豊かな自

◇ 松くい虫

◇ 有害鳥獣

護・保全再

◇ 宮城の地

◇ 住民と民

積極的に取

◇ 地域や学

◇ 豊かな自

自然環境の

◇ 農林水産

◇ 上流から

◇ 大気汚染

 
※国立公園＝我が

指定するものを

※国定公園＝国立

※ラムサール条約

※松くい虫による

に運んで被害を

理し，マツノマ

※希少野生動植物

※閉鎖性水域＝地

定的な環境破壊

 

 

かな自然

宮城の姿】 

優れた自然環境

の再生が進ん

全活動が関係者

ＮＰＯ，事業者

学習・体験活

里地里山，沿岸

としても活用

農村部及び都

性水域の水質

現のために県

勝松島や国定

自然環境の保

虫等による森林

獣捕獲の担い

再生  

地域文化に育

民間団体，事

取り組む人材

学校と連携し

自然環境を保

の賢明な活用

産業の多面的機

ら下流まで流域

染や水質汚濁

が国の風景を代表

をいう。 

立公園に準ずる優

約＝特に水鳥の生

る被害＝マツノザ

をまん延させるの

マダラカミキリの

物種＝絶滅のおそ

地理的要因で、水

壊につながりやす

然環境，生

環境が保全され

でいます。ま

者の協力の下

者，国，県，

動などが実践

沿岸域などの身

されています

び都市部といっ

改善が進んで

県として行う

公園に指定さ

保全・再生の推

森林の被害防止

手確保等の対

まれた身近な

業者，行政等

（団体）の育

た農村環境保

保全しながら自

の促進 

機能に注目し

流域全体が協力

などの改善に

表するに足りる傑出

優れた自然の風景地

生息地として国際的

ザイセンチュウとい

のがマツノマダラカ

の幼虫や蛹を死滅さ

れのある野生動植

水の流出入の機会が

すい。 

 

生活環境の

取

豊かな自然

れ，多様な野生

また，国立・国

下，活発化して

市町村，教育

践されています

身近な自然が，

す。 

った流域全体が

でいます。 

う取組の方向

されている栗駒

推進 

止対策の推進

対策や，地域と

なみどり空間の

等が自然環境に

育成  

保全等の協働活

自然の恵みによ

した取組への支

力・連携した各

に向けた公害に

出した自然の風景地

地であって環境大臣

的に重要な湿地に関

いう体長１ｍｍにも

カミキリというカミ

させる。一方，予防

植物の種の保存に関

が乏しい環境におか
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の保全 

取 組 ２

然環境，生活

生生物が適切

国定公園やラム

ています。 

育研究機関等の

す。 

農林漁業に

が連携し，清

向】 

駒山や蔵王山

と共生する野生

の保全・創出

に関する情報

活動の促進 

よるやすらぎ

支援と環境に優

各流域の特性

に関する調査研

地（海域の景観地を

臣が自然公園法第

関する条約。 

も満たない小さな

ミキリ虫である。被

防は，薬剤の枝葉へ

関する法律に基づき

かれている海、湖

９ 

活環境の保全

に保護される

ムサール条約

の多様な主体

おける生産の

らかで豊かな

，ラムサール

生生物の保護

と自然環境保

を共有するこ

ぎと潤いを楽し

優しい農林業

を生かした健

研究の推進

を含む。）であって

５条第２項の規定

線虫が松の樹体内

被害の対策には，

への散布や幹への

き指定される絶滅

沼を指す。自然に

全 

るとともに，過

約湿地などをは

体が連携し，自

の場としてだけ

な水が保全され

ル条約湿地であ

護管理の推進と

保全意識の醸成

ことができる体

しむことができ

業の普及促進 

健全な水循環の

て，環境大臣が自然

定により指定するも

内に入ることで引き

「駆除」と「予防」

の注入により，被害

滅の危機にある野生

による自浄作用が緩

過去に損なわれ

はじめとし，県

自然環境の保全

けでなく，県民

れています。ま

ある伊豆沼な

と，希少野生動

成 

体制の整備と，

きるエコツー

の推進 

然公園法第５条第

ものをいう。 

き起こされる。この

」があり，駆除は

害を未然に防止する

生生物。 

緩慢なため人間に

れた自然環境

県内各地で自

全に関する取

民が自然とふ

また，湖沼な

ど，宮城を彩

動植物種の保

，自然保護に

ーリズムなど，

１項の規定により

の線虫を健康な松

は被害木を伐倒・処

る。 

よる自然破壊が決

境

自

取

ふ

な

彩

保

に

り

松

処

決



 

 

３ 住民
 

 

【目指す宮

○ 既存施設

超えて良質

○ 身近な社

た住民参画

○ 農地や森

が活発にな

○ 農山漁村

る良好な景

 

     

 

     

【その実現

◇ みやぎ型

◇ ストック

◇ 社会資本

◇ 社会資本

◇ みやぎス

◇ 農業水利

◇ 農地や農

全活動の支

◇ 地域との

支援 

◇ 全県的な

◇ 景観に配

◇ 宮城の良

◇ 貴重な歴

 
※みやぎ型ストッ

活用策を総合的

※みやぎスマイル

掃や緑化などの

 

 

 

民参画型

宮城の姿】 

設の保全・有効

質な社会資本

社会資本の整備

画型の社会資本

森林が適切に保

なり，定住す

村や都市にお

景観が形成され

現のために県

型ストックマ

クマネジメン

本の計画段階

本整備への県

スマイルロー

利施設や治山施

農業用水など農

支援  

の連携・協働

な景観形成の

配慮した公共施

良好な景観の選

歴史的土木遺産

ックマネジメント

的に実践するもの

ルロードプログラ

の美化活動を行う

型の社会資

住民参

効活用，新設

が蓄積・共有

整備や維持管理

本が整備され

保全されてい

る人が増加し

いて，自然，

れています。

県として行う

ネジメントな

ト計画の策定

階や管理に関し

民参加や理解

ドプログラム

施設，漁港関

ど農山漁村の豊

による都市住

方向性提示と

施設整備の促

選定など景観

遺産の再生と利

ト＝本県固有の特性

の。 

ラム＝県が管理する

仕組み。 

 

資本整備や

取

参画型の社会

設施設の長寿命

有されています

理について，行

れています。

いるとともに，

しています。

歴史，文化等

 

う取組の方向

など長期的な視

定による健全な

して住民意見を

解向上のための

ムなど道路や河

関係施設の適時

豊かな地域資源

住民との交流及

と市町村の景観

促進と規制等に

観づくりへの普

利活用の促進

性を踏まえ，後世に

る道路について，地

48 

や良好な

取 組 ３

会資本整備や

命化等の長期的

す。 

行政，住民，企

農山漁村の

等の地域資源

向】 

視点に立った社

な下水道経営

を取り入れて

の情報発信及

河川清掃などへ

時適切な機能診

源を保全し活用

及び移住定住の

観形成への支援

による良好な景

普及啓発 

につなぐ「豊かさ

地域の人と市町村

な景観の形

０ 

や良好な景観

的な視点に立

企業の連携・

自然環境等の

を生かし，人

社会資本の新

に向けた取組

いく体制の整

び住民対話の

への住民や企

診断と保全対

用するための

の促進や，農

援 

景観形成への

」と「安心」をキ

村，県の３者でお互

形成 

観の形成 

立った社会資本

協働が推進さ

の価値が認識さ

人々の生活，経

新設・保全・更

組の推進 

整備 

の推進 

企業参画の促進

対策によるスト

の，地域ぐるみ

農山漁村の持つ

の誘導 

キーワードに新たな

互いの役割分担を盛

本整備が展開

され，地域のニ

され，都市住民

経済活動と調和

更新システムの

進  

トックマネジメ

みの農業生産活

つ魅力を発信す

な施設整備を含めた

盛り込んだ覚書を結

され，世代を

ニーズに沿っ

民等との交流

和した個性あ

の整備 

メントの推進

活動や農地保

する取組への

た社会資本の有効

結び，定期的に清

を

っ

流

あ

進 

保

の

効

清



 

 

４ 巨大
  

   

【目指す宮

○ 主要な防

機能が早期

○ 県民や企

○ 沿岸居住

ます。 

○ 震度情報

的被害が最

○ 東日本大

れています

     

     

 

     

【その実現

◇ 緊急輸送

災公園の整

◇ ライフラ

◇ 住宅や特

◇ 海岸保全

◇ 高台移転

◇ 市町村の

◇ 広報・避

◇ 地震や津

◇ 宮城県総

◇ 国，市町
 

 

※特定建築物＝建

建築物の耐震診

※海岸保全施設=

※多重防御による

設け，津波から

※宮城県総合防災

町村，消防本部

 

 

 

大地震な

宮城の姿】 

防災拠点が耐

期に確保され

企業の耐震化へ

住者や海岸利

報や津波観測情

最小限となっ

大震災の経験

す。 

現のために県

送道路の橋り

整備 

ラインの耐震

特定建築物等

全施設等の整備

転，職住分離

の地域防災拠

避難誘導態勢

津波などの観

総合防災情報

町村，大学，研

建築物の耐震改修

診断と必要に応じ

=海岸法第３条の規

る大津波対策＝幹

ら生命や財産を守

災情報システム＝

部等で必要な各種

など大規模

巨大地震に

耐震化されてい

れています。 

への取組が進

用者を守るた

情報の県民等

ています。 

験を踏まえ，地

県として行う

ょう，物資輸

震化の促進と各

の耐震化の促

整備と水門等の

離，多重防御に

拠点と県の広域

勢の整備や住民

観測体制の充実

報システムなど

研究機関との

修の促進に関する法

て耐震改修を行う

規定により指定され

幹線道路や鉄道など

守る対策。 

＝地震・津波・風水

種情報を共有し，災

 

模災害に

取

に備えた施設

いるとともに，

進み，震災時の

ための総合的な

等への伝達が迅

地震・津波の調

う取組の方向

輸送の岸壁，防

各管理者との連

促進 

の遠隔操作化の

による大津波対

域防災拠点・圏

民の防災意識の

実 

どの情報ネット

の連携による地

法律で規定され，病

う努力義務がある。

れる海岸保全区域

どの交通インフラを

水害等の自然災害に

災害の拡大防止を図
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よる被害

取 組 ３

設整備や情報

震災時にお

の家屋倒壊等

な津波対策の取

迅速に行われ

調査研究と先端

向】 

防災拠点施設等

連携強化によ

の促進 

対策など震災の

圏域防災拠点

の向上を図る津

トワークの充実

地震・津波の調

病院や店舗など多

 

域内にある堤防，護

を高盛土構造とし

における気象等の

図ることを目的と

害を最小限

１ 

報ネットワー

いて，電気，

による被害が

取組により，

，震災時にお

端科学技術の

等の公共建築

る早期復旧体

の教訓を生か

との連携によ

津波に備えた

実 

調査研究と先

多数の者が利用する

護岸など海水の浸水

，堤防機能を付与

防災情報を迅速か

して構築したシス

限にする

ークの充実 

ガス，上下水

が減少していま

津波発生時の

おける避難等の

の活用が進み，

築物の耐震化の

体制の整備 

かした災害に強

よる広域的な防

たまちづくりな

先端科学技術活

る建築物のうち一定

水又は海水による浸

与するとともに，防

かつ的確に収集し，

ステム。 

る県土づく

実

水道などのライ

ます。 

の被害が最小限

の初動態勢が確

地震防災力の

の促進や県立都

強いまちづく

防災体制の整備

などのソフト対

活用の促進 

定規模以上のもので

浸食を防止する施

防潮堤の背後に防災

災害時において県

くり 

イフラインの

限となってい

確保され，人

の向上が図ら

都市公園の防

りの推進 

備 

対策の促進

で，その所有者に

施設。 

災緑地・防災林を

県と地方機関，市

の

い

人

ら

防

に

を

市



 

 

 

【目指す宮

○ 市町村と

み，災害時

○ 大規模な

れています

○ 急傾斜地

どを守るた

○ 豪雨によ

 

     

 

     

【その実現

◇ 宮城県河

◇ 宮城県砂

町村と連携

◇ 火山災害

災マップの

◇ 近年多発

な維持管理

◇ 土砂災害

◇ 山地災害
 
 
※急傾斜地＝急傾

※要配慮者利用施

いる。 

※宮城県河川流域

※宮城県砂防総合

※土砂災害警戒区

 

  

 

  

 

 

宮城の姿】 

との連携の下

時の被害が軽減

な洪水発生に伴

す。 

地崩壊，地すべ

ための総合的

よる土石流等

現のために県

河川流域情報

砂防総合情報

携した警戒避

害に対応する

の作成支援  

発するゲリラ

理 

害を防ぐため

害を防ぎ，水源

傾斜地の崩壊によ

施設＝水防法第１

域情報システム＝

合情報システム＝

区域＝土砂災害か

洪水

，避難路等の

軽減しています

伴い甚大な被

べりなどの土

な土砂災害対

の山地災害が

県として行う

報システム等に

報システム等に

避難体制の整備

ため，噴火の

ラ豪雨や台風等

の効果的な土

水源のかん養，

る災害の防止に関

５条において，社

降雨量や河川の水

土砂災害の警戒判

から生命を守るため

 

取

水や土砂災害

の防災情報や災

す。 

被害が予想され

土砂災害により

対策が進み，被

が抑制されてい

う取組の方向

による洪水情報

による土砂災

備 

の規模や被害想

等による洪水

土砂災害防止施

生活環境の保

関する法律第２条に

社会福祉施設，学校

水位などのデーター

判定などのデーター

め，災害情報の伝達
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取 組 ３

害などの大規

災害情報が的確

れる市街地等

り孤立が懸念

被害が最小限

います。 

向】 

報提供体制の充

災害情報提供体

想定に整合した

水被害を防ぐた

施設の整備と施

保全等を図る治

において，傾斜度が

校及び医療施設そ

ーをインターネッ

ーをインターネッ

達や避難が早くでき

２ 

規模自然災害

確に提供され

を保全する河

される集落や

にとどまって

充実 

体制の充実と土

た減災対策計

ための効果的な

施設の適正な

治山施設など

が３０度以上であ

の他の主として防

ト上で提供するも

ト上で提供するも

きるように警戒避

害対策の推進

れ，住民の大規

河川整備が進み

や要配慮者利用

ています。 

土砂災害警戒

計画の策定や市

な河川等の整

な維持管理 

どの整備 

ある土地と定義され

防災上の配慮を要す

の。 

の。 

避難体制の整備を図

推進 

規模自然災害へ

み，洪水被害の

用施設，避難所

戒区域の指定な

市町の避難体制

整備と河川管理

れている。 

する者が利用する施

図る区域。 

への備えが進

の軽減が図ら

所，避難路な

などによる市

制の構築，防

理施設の適正

施設と定義されて

進

ら

な

市

防

正

て



 

 

 

【目指す宮

○ 被災状況

災時に住民

○ 東日本大

○ 災害時に

生活を送っ

○ 「自らの

取り組み，

○ 東日本大

られていま

     

     

 

     

【その実現

◇ 宮城県総

◇ 震災の記

◇ 要配慮者

備支援 

◇ 災害ボラ

◇ 被災後の

◇ 自主防災

◇ 東日本大

◇ 行政や関

◇ 企業や地

◇ 企業にお
 
 
※自主防災組織＝

どの防災活動を

※要配慮者＝災害

※ＢＣＰ＝Busin

るいは早期復旧

 

 

 

 

 

 

宮城の姿】 

況などの災害情

民が迅速かつ

大震災の教訓

に，高齢者，

っています。 

の身の安全は

その結果，

大震災の教訓

ます。 

現のために県

総合防災情報

記憶の風化防止

者をはじめと

ランティアの

の生活安定支

災組織の育成

大震災の教訓

関係機関にお

地域において

おけるＢＣＰ

＝地域住民が自主

を行う組織。 

害時に限定せず一

ness Continuity 

旧を可能とするた

情報の迅速な

的確に行動し

が県民に伝承

障害者等の要

自らが守る」

県全体の地域

を踏まえ，行

県として行う

報システムを活

防止や震災関連

とした住民の円

円滑な受入・

援体制の整備

成，防災訓練へ

を踏まえ，復

ける防災に関

防災活動の中

（緊急時企業

主的に連携して，平

一般に配慮を要する

Planの略語。企業

めに，平常時に行

取

地域ぐる

な収集体制，防

しています。

承され，防災意

要配慮者をはじ

という意識が

域防災力の向上

行政や防災関係

う取組の方向

活用した情報の

連資料の収集

円滑な避難体

活動体制の整

備 

への参加促進，

復興のまちづく

関する深い知識

中心となる防災

業存続事業計画

平常時には防災訓練

る者（高齢者，障害

業が自然災害等に遭

行うべき活動や緊急
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取 組 ３

るみの防災体

防災関係機関の

意識が高まり

じめ，外国人

が県民一人ひ

上が図られて

係機関の災害対

向】 

の収集や防災

・保存・公開等

体制や避難所運

整備支援と民間

発達段階に応

くりに対応した

識や高い判断能

災リーダーの育

画）策定など企

練や広報活動，災

害児者，妊産婦，乳

遭遇した場合にお

急時における事業継

３ 

体制の充実

の共有体制及

，地域の防災

を含む住民の

とりに定着し

います。 

対応力，企業

関係機関の相

等の取組の充

運営体制等の整

間事業者との

応じた系統的

た地域防災力

能力を持った

育成 

企業の防災対

災害時には初期消火

乳幼児，アレルギ

おいて，事業資産の

継続のための方法

及び住民への提

災力の向上が図

の安全が確保さ

し，地域を災害

業や自主防災組

相互の情報共有

充実 

整備支援と地

の協力体制の整

的な防災教育の

力の強化・支援

た防災担当職員

対策への支援 

火，救出救護，避難

ギー等の慢性疾患を

の損害を最小限にと

法，手段などを取り

提供体制の整備

図られています

され，被災後に

害から守る活動

組織の防災活動

有の推進 

地域間の相互応

整備 

の推進 

援 

員の育成 

難誘導，避難所への

を有する者，外国人

とどめつつ，中核

り決めておく計画。

備が進み，被

す。 

に，安心して

動に積極的に

動の充実が図

応援体制の整

の給水給食活動な

人等）。 

となる事業継続あ

。 

被

て

に

図 

整

な

あ


